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第一部【企業情報】
第１【企業の概況】
１【主要な経営指標等の推移】

回次 第180期 第181期 第182期 第183期 第184期

決算年月 2021年５月 2022年５月 2023年５月 2024年５月 2025年５月

売上高 (千円) 9,401,584 10,084,173 10,870,057 11,511,853 11,522,767

経常利益 (千円) 890,596 755,125 693,057 1,779,545 1,147,883

当期純利益 (千円) 616,820 591,135 494,920 1,157,182 798,698

持分法を適用した場合の投資

利益
(千円) － － － － －

資本金 (千円) 821,070 821,070 821,070 821,070 821,070

発行済株式総数 (株) 5,500,000 5,500,000 5,500,000 5,500,000 5,500,000

純資産額 (千円) 9,727,183 10,454,789 10,534,475 12,236,475 12,944,348

総資産額 (千円) 13,488,370 14,876,764 14,990,746 17,822,850 16,593,530

１株当たり純資産額 (円) 1,953.09 2,093.90 2,280.99 2,643.30 2,790.49

１株当たり配当額
(円)

16.00 16.00 17.00 24.00 40.00

(うち１株当たり中間配当額) (8.00) (8.00) (8.00) (9.00) (15.00)

１株当たり当期純利益 (円) 123.97 118.51 101.38 250.19 172.31

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 72.1 70.3 70.3 68.7 78.0

自己資本利益率 (％) 6.5 5.9 4.7 10.2 6.3

株価収益率 (倍) 7.6 7.1 8.8 5.6 8.4

配当性向 (％) 12.9 13.5 16.8 9.6 23.2

営業活動によるキャッシュ・

フロー
(千円) 859,216 878,474 551,987 1,924,084 △1,569,292

投資活動によるキャッシュ・

フロー
(千円) △752,714 △119,745 △197,125 △185,502 △395,120

財務活動によるキャッシュ・

フロー
(千円) △98,455 △96,654 △420,225 △107,362 △164,909

現金及び現金同等物の期末残高 (千円) 4,367,399 5,029,474 4,964,110 6,595,329 4,466,006

従業員数 (人) 190 188 192 196 192

株主総利回り (％) 95.9 87.2 94.9 147.6 155.8

（比較指標：配当込みTOPIX） (％) (125.6) (127.9) (146.4) (195.0) (201.9)

最高株価 (円) 1,199 963 951 1,829 1,600

最低株価 (円) 870 820 805 861 1,090

(注)１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため、記載しておりません。

３．2025年５月期の１株当たり配当額40円00銭のうち、期末配当額25円00銭については、2025年８月27日開催

予定の定時株主総会の決議事項になっております。

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

５．株主総利回りの比較指標は、東京証券取引所の市場区分の見直しに伴い、第181期より「JASDAQ INDEX ス

タンダード」から「配当込みTOPIX」に変更いたしました。

６．最高株価及び最低株価は、2022年４月４日より東京証券取引所（スタンダード市場）におけるものであ

り、それ以前は東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

７．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第181期の期首から適用して

おり、第181期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となってお

ります。
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２【沿革】
1907年２月　　　板紙の製造を目的として、岡山製紙株式会社を設立

1908年９月　　　本社工場に１号円網式抄紙機を新設し、板紙の製造販売を開始

1941年７月　　　天城板紙合資会社を吸収合併

1943年６月　　　共同紙器合資会社を吸収合併し、大阪工場、東京工場として、紙器事業を開始

1951年８月　　　東京工場閉鎖

1952年３月　　　本社工場に２号円網式抄紙機を新設

1959年４月　　　本社工場に３号円網式抄紙機を新設

1968年２月　　　３号抄紙機を長網式に改造

1970年６月　　　大阪工場を大阪市淀川区野中南に移転

1973年３月　　　加工工場を新設し、美粧段ボール事業を開始

1977年６月　　　２号抄紙機を廃棄(業界過剰設備対策)

1988年８月　　　２号円網式抄紙機を新設

1989年４月　　　自家発電設備を新設

1990年７月　　　Ｎ－３号長網抄紙機を新設

1990年８月　　　社名を株式会社岡山製紙に変更

1993年１月　　　原質設備を更新

1994年５月　　　株式会社林原に第三者割当増資を実施し、同社の子会社となる

1998年９月　　　５号パルパー設備を新設

2000年12月　　　株式公開(日本証券業協会に店頭売買銘柄として登録)

2001年６月　　　大阪工場を大阪営業所に改組

2001年10月　　　太陽殖産株式会社の株主の異動により、当社は株式会社林原の子会社ではなくなる

2002年５月　　　ＩＳＯ１４００１を認証取得(本社工場・事業所)(2017年２月　認証を返上)

2002年12月　　　フレキソ印刷機を新設

2004年12月　　　日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場

2005年５月　　　ＩＳＯ９００１を認証取得(本社工場・事業所)(2017年２月　認証を返上)

2006年11月　　　ガスタービン発電設備を新設

2009年11月　　　株式会社林原及び太陽殖産株式会社が主要株主ではなくなり、王子製紙株式会社（現　王子ホー

ルディングス株式会社）が新たに当社の主要株主である筆頭株主及びその他の関係会社になる。

2010年４月　　　ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(現　東京

証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード))に上場

2011年12月　　　大阪営業所閉鎖

2013年７月　　　東京証券取引所と大阪証券取引所の統合に伴い、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)に

上場

2015年４月　　　大阪加工営業所開設

2017年３月　　　ＦＳＣ認証(ＣｏＣ認証)を取得

2018年８月　　　監査等委員会設置会社へ移行

2021年１月　　　インクジェットデジタルプリンターを新設

2022年４月　　　東京証券取引所の市場区分の見直しにより、東京証券取引所のＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）か

　　　　　　　　らスタンダード市場に移行

2022年６月　　　取締役会の諮問機関として任意の指名委員会及び報酬委員会を設置

2023年３月　　　健康経営優良法人（中小規模法人部門）に認定

2024年７月　　　大阪加工営業所を大阪市淀川区三津屋中へ移転

2024年８月　　　サステナビリティ委員会を設置
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３【事業の内容】
　当社の企業集団(当社及び当社の関係会社)は当社(株式会社岡山製紙)と王子ホールディングス株式会社(その他の

関係会社)から構成されており、当社は中芯原紙・紙管原紙を主体とした板紙と美粧段ボールの製造、販売を主たる

事業としております。

　当社の事業内容は、次のとおりであります。

板紙事業……………この事業は、段ボール製造用原紙の一品種である中芯原紙及び紙、布、セロファン、テー

プ、糸などの巻しんに使用される紙管原紙の製造販売を行っております。

美粧段ボール事業…この事業は、青果物、食品、家電製品等の包装箱や贈答箱の製造販売を行っております。

　当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

　その他の関係会社の王子ホールディングス株式会社の100％子会社である森紙販売株式会社、佐賀板紙株式会社及

び王子コンテナ－株式会社とは、当社製品の販売取引を行っております。

　また、当社の取締役監査等委員岡﨑達也氏が代表取締役社長の岡山ガス株式会社とは、産業用ガスの購入取引を

行っております。

[事業系統図]

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

　なお、森紙販売株式会社、佐賀板紙株式会社及び王子コンテナ－株式会社は連結子会社、持分法適用関連会社以

外の関連当事者であります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の所有割合
又は被所有割合(％)

関係内容

(その他の関係会社)
王子ホールディングス
株式会社

東京都中央区 103,880 板紙事業

(所有)
─

(被所有)
49.0

───

(注)１．主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．有価証券報告書提出会社であります。

５【従業員の状況】
(１)提出会社の状況

   2025年５月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

192 43.3 17.5 5,576,985
 

セグメントの名称 従業員数(人)

板紙事業 129

美粧段ボール事業 47

報告セグメント計 176

全社(共通) 16

合計 192

(注)１．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

２．全社(共通)として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

(２)労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。

(３)管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

当事業年度

管理職に占める女性
労働者の割合（％）
　　　（注）１．

男性労働者の育児
休業取得率（％）
　　　（注）２．

労働者の男女の賃金の差異（％）
（注）１．　３．

全労働者
うち正規雇用
労働者

うちパート・
有期労働者

0.0 100.0 80.4 79.5 96.0

（注）１．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出

したものであります。

　　管理職に占める女性労働者の割合について、今後、性別や職歴にとらわれない中途採用を積極的に

推進する等、人的資本への取組を通じて向上を目指して参ります。

２．「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76

号）の規定に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律

施行規則」（平成３年労働省令第25号）第71条の６第１号における育児休業等の取得割合を算出し

たものであります。

３．男女で賃金基準に差はありませんが、1)女性管理職がいないこと、2)夜勤交替が発生する部署への

配属は男性のみとなっているため、交替手当、深夜手当等の支給があること、が差異の理由として

考えられます。
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第２【事業の状況】
１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】
当社の経営方針、経営環境及び対処すべき課題等は、以下のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

(１)会社の経営の基本方針

　当社は、「すべてのステークホルダーとの調和のもと、共存の精神で200年企業をめざす」を経営理念として

掲げ、株主、取引先、地域社会、従業員などすべてのステークホルダーにとって存在価値のある、良き企業市

民として評価され、事業活動を続けてゆくことを目指しております。

　その実現のため、当社は秩序ある競争の原理と公正の原則をつらぬく経営活動を基本姿勢とし、今後ますま

すグローバル化が加速する環境に対処するため、社会環境の変化に対応し顧客から信頼される企業を目指した

活動を展開するとともに、企業の社会的責任を自覚し、持続的発展が可能な循環型社会の実現のため環境対策

の一層の強化に取り組み、企業価値の向上に努めてまいります。

 

(２)経営環境並びに優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当社は、板紙事業及び美粧段ボール事業の二つの事業を展開しており、岡山本社の工場を生産拠点として中

国地方を中心とした地域に根差した事業活動を展開してまいりました。今後も、自らが拠って立つ地域を基盤

に事業活動を続けてゆきます。

　板紙事業につきましては、段ボール製造用の「中芯原紙」及び紙や布、フィルム、糸などの巻き芯や図面等

を収める紙筒の原紙である「紙管原紙」を主要製品として製造しております。板紙の需要は産業活動全般の動

向に左右される部分が大きく、国内景気の変動で販売量が増減します。さらに原材料である古紙その他原燃料

の価格形成がグローバルな市況に左右される昨今の環境下で経営目標を達成するため、従来にも増して需要に

見合った生産体制の構築と更なるコスト低減、営業面では適正価格の維持と新規取引先の開拓に努め、環境の

変化に対応した経営に取り組んでまいります。

　美粧段ボール事業につきましては、電化製品、青果物、医薬品、飲料、食品などの個装箱や贈答品を主要製

品として製造しております。商品包装の簡略化の流れ、主力の青果物で担い手不足による流通量の減少など、

厳しい経営環境にあるなかで供給者責任を果たしつつ、ユーザーニーズに合致するパッケージを提供すること

で、より広く新規顧客の開拓に取り組んでまいります。

　競争優位性を確保する施策として、美粧段ボール事業において、段ボールシートへの直接印刷が可能な、日

本初導入の６色インクジェットプリンター・Glory1606を導入し、多品種小ロット・バリアブル印刷といった新

たなパッケージニーズに対応してまいります。

板紙事業においては、品質の安定化とコストパフォーマンスを実現するため、各工程に自動制御装置を導入

し、24時間体制で製造を行っています。

また、製紙工場と加工工場を併設し、美粧段ボール製造の一貫体制を築いています。これにより、品質・納期

管理が組織的に可能となり、蓄積された技術とノウハウが活かされ、トータルコストの面でも大きな優位性を

発揮します。

　当社は、上記の経営の基本方針、経営戦略のもと、サステナブルな企業経営を実現するための重要課題（マ

テリアリティ）を特定し、人的資本への投資と環境負荷低減を中心に取り組んでいくことといたしました。

また、生産面では従来にも増して需要に見合った生産体制の構築と更なるコスト低減、営業面では適正価格の

維持と新規取引先の開拓に努め、以下の項目を重点課題として認識し、全社一丸となって対応してまいりま

す。

１.　サステナブルな企業経営を実現するための取組

　当社が持続可能（サステナブル）な成長を続けるために、人材を最優先すべき資本のひとつと位置づ

け、継続的に投資を行うことで競争力を確保することを目指し、人材育成、社内環境整備に取り組んでま

いります。また、環境負荷の低減をはじめとしたＥＳＧ（環境・社会・企業統治）に配慮した事業運営を

行うことで、今後もよき企業市民として地域社会と共生し、企業価値向上に向けた活動を続けてまいりま

す。

２.　営業力の強化

　生産・販売の両部門が一体となった体制で非価格競争力を強化し、適正価格の維持と販売量の安定確保

を両立させることに努めるとともに採算重視の営業活動に徹します。また、特に美粧段ボール事業ではデ

ジタル印刷を中心とした提案力の強化により新規取引先の開拓を推進し、強固な営業基盤の確立を図るよ

う役職員一丸となって販売活動を強力に推進してまいります。

３.　省エネ・生産効率向上と製品開発力の向上

　コスト競争力は企業存続の条件との認識にたち、原燃料等の価格変動に対処するため、省エネや省力

化、生産効率向上に寄与する投資を積極的に推進し、更なるコスト低減策に取り組むとともに、併せて

ユーザーニーズに合った製品開発力を強化してまいります。

４.　原材料の安定調達と資材調達コストの低減

　当社にとって原材料の安定調達は企業活動を続けていく上で、最重要課題であると同時に、資材調達コ

ストが即収益に大きな影響を及ぼすことを十分認識し、市況動向等を注視し原材料の計画的かつ安定的な

調達に努め資材コスト低減を図ってまいります。

 

(３)経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　当社は、持続的発展および企業価値向上達成の客観的な指標として、営業利益及びＲＯＥ（自己資本利益

率）を経営上の目標達成状況を判断するための客観的な指標として位置付けております。営業利益については
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５億円を、ＲＯＥについては、当社が認識する株主資本コスト６～９％を上回る水準を目標としております。

当事業年度においては営業利益10億円、ＲＯＥ6.3％となっております。
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２【サステナビリティに関する考え方及び取組】
当社のサステナビリティに関する考え方及び取組は、次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（2025年８月25日）現在において当社が判断したものであ

ります。

 

(１)サステナビリティに関する考え方

　「すべてのステークホルダーとの調和のもと、共存の精神で200年企業をめざす」という当社の経営理念は、ま

さにサステナブルな事業活動を継続していくという宣言であります。当社は、地元岡山に根差してステークホル

ダーとの「共存」を図り、古紙を原料とするビジネスモデルを通じた資源循環型経済の実現を追求することで事業

価値を創出し、これまでに培ってきた技術と伝統を次の100年へとつなげていくことを目指しています。そのため

に、行動規範の遵守、内部統制システムの整備と適正な運用に継続して取組み、SDGｓへの対応を含めたサステナ

ビリティへの取組みを積極的に進めてまいります。

　また、サステナビリティ経営をより一層強化するため、取組みの指針として以下のとおり2025年2月にサステナ

ビリティ基本方針を策定しました。

＜基本方針＞

　「すべてのステークホルダーとの調和のもと、共存の精神で200年企業をめざす」という経営理念のもと、持続

可能な社会の実現と企業価値向上に努めます。

◆１．事業活動を通じた環境問題への取り組み

古紙を原料とするビジネスモデルを通じた資源循環型経済への貢献、GHG排出量の削減等により環境負担低

減に努めます。

◆２．働きがいのある職場環境の実現

社員の健康・活力が事業活動の原動力であるとの考えのもと、一人ひとりの個性を尊重し、安全で働きがい

のある環境づくりに努めます。

◆３．地域共生と地域発展への貢献

地域に根差した企業市民として地域社会と共生し、事業活動を通して持続可能な社会の発展に貢献します。

◆４．健全な企業活動の実践

法令及びコンプライアンスを遵守し、あらゆるステークホルダーにとって健全性・透明性の高い経営に取り

組み、持続的な企業価値の向上に努めます。

 

①ガバナンス

　以前より気候変動を含むサステナビリティ課題についての取組みは代表取締役社長を最高責任者としております

が、よりサステナビリティの取り組みを強化・促進するための体制を構築すべく、2024年８月に代表取締役社長を

委員長とするサステナビリティ委員会を設置しました。このサステナビリティ委員会では、気候変動や人的資本を

含むサステナビリティに関する方針や戦略、取り組みの促進、進捗確認をしております。また、2024年６月には、

当社におけるマテリアリティを策定しており、このマテリアリティを基にサステナビリティ方針の決定、施策の審

議、進捗管理をサステナビリティ委員会で行い、その結果を取締役会へ報告、取締役会による監督を受けておりま

す。

　ガバナンス体制図については、「第４ 提出会社の状況 ４ コーポレート・ガバナンスの状況等 (1)コーポレー

ト・ガバナンスの概要 ②企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由」をご参照下さい。

会議体 役割 メンバーの構成

サステナビリティ委員会
サステナビリティ方針決定、施策の審

議、進捗管理のレビュー

委員長：代表取締役社長

委員：取締役、執行役員、本部長、

　　　部長

 

②戦略

＜サステナビリティに関する戦略＞

　当社の経営理念の実現に向けて、当社にとっての社会や環境等のサステナビリティ課題を社内で議論し、マテリ

アリティを特定、取締役会で議論したうえで「岡山製紙マテリアリティ」として定めております。今後は、リスク

と機会についての特定をさらに進め、マテリアリティへの取り組みを加速し、当社の事業経営にサステナビリティ

やSDGｓ対応を取り込んでまいります。
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＜マテリアリティ特定のプロセス＞

　当社が直面している事業環境や課題、将来想定される社会課題や環境課題および主なステークホルダーを考慮に

入れ、以下のプロセスでマテリアリティを特定しました。

 

③リスク管理

　当社では、取締役会を中心とするガバナンス体制の下、「リスク管理規程」を定め、代表取締役社長が中心と

なってリスクへの対応を行っております。サステナビリティに関するリスク及び機会については、今後は、新しく

設置したサステナビリティ委員会にて各部門担当者から情報を収集し、抽出、識別・特定・評価、管理し、その結

果は取締役会へ報告、審議、承認されます。なお、承認された内容は取締役会もしくはサステナビリティ委員会を

通じて、各役員の管掌分野において部門ごとに対応を進めてまいります。

　また、各部門でのリスク・機会への対応やその進捗およびモニタリング結果は、必要に応じてサステナビリティ

委員会または管掌役員から取締役会に報告し、取締役会にて監督してまいります。

 

④指標及び目標

　マテリアリティに対する指標及び目標は、今後、主にサステナビリティ委員会で検討してまいります。
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(２)気候変動

＜気候変動に関する考え方＞

　社会的な課題である環境保全の観点から、紙の合理性、安全性が再び見直される中、一製紙メーカーとして、効

率化、省資源、省エネルギー化等の技術を駆使し、資源循環経営を進めていく必要があると考えています。気候変

動における事業リスクと機会を認識し、事業戦略へ落とし込み、地域のステークホルダーにとって真に役立つ会社

として永続すべく、気候変動問題に対応をしてまいります。

 

①ガバナンス

　当社では代表取締役社長を中心とした環境管理体制のもと、気候変動への対応を含む環境改善を推進していま

す。代表取締役社長に任命されたエネルギー管理統括者による、省エネ法に基づいたエネルギー管理体制の整備を

はじめ、省エネ推進の取組みとして、省エネに関する改善提案等を省エネ推進会議によって評価し実行していま

す。

　2024年８月には、代表取締役社長を委員長とするサステナビリティ委員会を新たに設置し、気候変動を含むサス

テナビリティ方針や戦略、取り組みの促進、進捗確認をしていきます。

詳細については、「(１)サステナビリティに関する考え方　①ガバナンス」をご参照ください。

 

②戦略

　当社は、シナリオ分析をもとに「気候変動対策が進み将来の気温上昇が1.5℃に抑制された世界」と「気候変動

対策が停滞し将来の気温上昇が4℃に達してしまう世界」の２つの世界観を記述することで、当社における気候関

連のリスクと機会による当社への影響度を明らかにし、気候関連の変化及び不確実性に対する対応策を定めており

ます。

　今回、洗い出しと評価を行ったリスクと機会については、当社のリスク管理体制に則りモニタリングを継続的に

実施し、適宜再評価を行ってまいります。
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＜シナリオ分析のステップ＞

　気候変動に関するリスク・機会については以下のステップで分析を行います。

今後は本ステップに従い、1年に1度の頻度にて分析の見直しを実施してまいります。

※STEP4については今後本分析を基盤として検討してまいります。

＜シナリオ分析の対象業種＞

　当社売上高全体を構成する板紙事業、美粧段ボール事業を対象として分析を行いました。

 

＜シナリオの定義＞

　当社では、特定した「気候変動対策への対応によって生じるリスク（移行リスク）・機会」と、「気候変動に

よって生じるリスク（物理リスク）・機会」のそれぞれについて、自社やサプライチェーンへの影響を評価するた

めに、下記の2つのシナリオを参照し2つの世界観を記述しております。

 

参照シナリオ

対象世界 気温上昇が1.5℃に抑制された世界 気温上昇が４℃に達してしまう世界

参照文献・

シナリオ

IEA “World Energy Outlook”

NZEシナリオ

IPCC”第６次評価報告書（AR6）”

SSP5-8.5シナリオ

 

特定したリスク・機会と各シナリオから想定される当社の世界観は下図の通りです。

＜1.5℃シナリオ＞

 

 

 

 

＜４℃シナリオ＞
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＜リスク・機会の当社への影響度の評価＞

　当社は、1.5℃シナリオと４℃シナリオという二つの将来世界を設定し、それぞれの気候関連リスク・機会を

「時間軸（短期：～2029年、中期：2030～2050年、長期：2050年以降）」と「財務影響度（小：営業利益への影響

度1億円未満、中：営業利益への影響度1億円以上～5億円未満、大：営業利益への影響度5億円以上）」で評価しま

した。

　その結果、1.5℃シナリオでは中長期において①炭素価格の本格導入、②サプライチェーン上流での脱炭素化対

応による原材料コストの上昇が、当社にとって最大のリスクとなることが判明しました。

一方、４℃シナリオでは、自然災害の甚大化や感染症のパンデミックが発生した場合、サプライチェーンの混乱や

設備の損傷を引き起こす可能性があります。これらの事態は、原材料調達の困難、取引量の減少、修繕費用の増加

といった影響につながることが懸念されます。

　機会面においては、1.5℃シナリオ下で2030年頃から、顧客の購買基準が『GHG排出量の少なさ』へと移行し、脱

プラスチックの潮流も加速すると想定されます。この変化を受け、製品ライフサイクル全体のGHG排出量を削減し

た低炭素製品や、代替需要が見込まれる紙製包装の提供を強化することは、当社の競争力向上につながる重要な機

会となると考えられます。

　これらの分析を踏まえ、当社は「４℃シナリオの回避」と「1.5℃シナリオ下でのリスク最小化・機会最大化」

という二段構えの戦略を掲げます。まず、費用対効果を精査したうえで設備の脱炭素化を段階的に進め、将来の炭

素関連コストの上昇に備えます。次に、低炭素製品、美粧段ボール事業への投資を重視し、脱炭素ニーズを先取り

することで2050年時点の取引量減少リスクを抑え、新たな需要を創出します。さらに、炭素関連コストや脱炭素対

応による原材料価格上昇リスクに備え、サプライヤーとの排出削減の協働などを軸とした持続可能な調達戦略を構

築し、コスト競争力と環境価値を同時に高めることを検討してまいります。
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リスク・機会

の種類
要因 当社へ想定影響 時間軸 影響度

移

行

リ

ス

ク

｜

1

.

5

℃

シ

ナ

リ

オ

｜

政策・

法規制

炭素価格の導入
炭素価格導入による事業コスト増（排出枠購入費＋

原材料コスト転嫁）
中期～長期 大

排出量報告制度

の強化

報告資料作成のために要する作業工程の増加による

時間的負担の増加
短期 小

技術
省エネ・再エネ

技術の進歩・普及

脱炭素設備（省エネ設備等）導入による設備投資増

＋対応が遅延した場合エネルギーコスト増
中期～長期 中

市場

顧客が低排出企

業を選定

製品ライフサイクルにてGHG排出量削減ができない場

合、既存顧客との取引量が減少
中期～長期 小

サプライヤーが

脱炭素対応

サプライチェーン上流企業の脱炭素対応により生じ

た調達価格上昇
中期～長期 大

評判
金融機関・投資

家の変化

サステナビリティ評価悪化により信用格付けが低下

し資金調達が難化、資本コスト（利子・リターン）

が上昇

短期 中

物

理

リ

ス

ク

｜

4

℃

シ

ナ

リ

オ

｜

急性

リスク

気象災害の増

加・激甚化

災害によるサプライチェーン機能障害（原料調達・

輸送・顧客納入の遅延、代替輸送手配、生産設備の

停止）

長期 中

自社施設に対する事前耐災投資+対応が遅れた場合、

復旧修繕費の発生
長期 中

干ばつによる水

不足の増加

取水量が足りず自社の生産能力の低下により売上が

減少
中期～長期 小

水不足による農作物減産により輸送量が減少 中期～長期 小

慢性

リスク

平均気温の上昇

サプライチェーン上流企業の空調コスト増加により

生じた調達価格上昇
中期～長期 小

自社拠点への空調設備追加等投資の増加、空調使用

エネルギー増加
中期～長期 小

海面の上昇
海面上昇によるサプライチェーン全体の混乱（原材

料調達の難化、輸送ルートの変更）
長期 小

感染症の流行
感染症流行に伴うサプライチェーン全体の混乱（原

材料調達の難化、取引減少）
長期 大

機

会

資源の

効率性

省エネ製造技術

の進歩・普及

高効率設備によりエネルギー消費量を抑え、製造コ

ストを削減
中期 小

エネル

ギー源

省エネ・再エネ

技術の進歩・普

及

再エネ設備の積極的な導入による各拠点でのエネル

ギーコストの削減
中期 小

製品/

サービス

顧客が低排出企

業を選定

低炭素製品の開発・販売による競争力増加 中期～長期 大

プラスチック代替包装の開発・販売 中期～長期 中

市場

金融機関・投資

家の変化

環境に配慮した経営を行うことで、投資家からの信

頼を得て資金調達力が向上
短期～中期 小

人財市場の関心

の変化

環境に配慮した経営を行うことで、人材市場での企

業価値を高め優秀な人材の獲得が可能
短期～中期 中

レジリエ

ンス

気候リスク管理

計画の策定・開

示要求

気候リスク計画策定とその開示による市場価値の向

上
短期～中期 小

BCPを強化し災害時も操業継続、競合停止時に受注増 長期 小

※時間軸・・・（短期）～2029年、（中期）2030年～2050年、（長期）2050年以降

※影響度・・・（小）1億円未満、（中）1億円以上～5億円未満、（大）5億円以上

 

③リスク管理
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　気候変動に関するリスクと機会は、全社のサステナビリティに関するリスクと機会に統合され、管理されていま

す。詳細については、「(１)サステナビリティに関する考え方　③リスク管理」をご参照ください。

 

④指標及び目標

　気候変動への主な対応として、エネルギー使用量削減、非化石エネルギーへの転換、CO2排出量の削減を進めて

います。前述のシナリオ分析において特定した気候変動に関するリスク・機会についての具体的な指標と目標は今

後サステナビリティ委員会を中心に検討、設定してまいります。

　なお、経年のScope1,2の実績は以下の通りです。Scope1,2の削減目標は現在検討中であり、Scope3については今
後算定を検討してまいります。
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(３)人的資本

＜人的資本に関する考え方＞

　当社は資源循環型産業の企業として、古紙を原料とした包装資材のビジネスモデルを創業から110年余続けてお

り、長い間培ってきた高い技術と信頼を得て前進し続けております。次の100年にもこの技術と信頼をつなげてい

くには、人材への取組みは重要と認識しており、多様な人材の確保・維持・育成と働きがいのある職場環境、職場

の安全性の確保など実現していくためあらゆる取り組みを促進してまいります。

 

①ガバナンス

　2024年８月に代表取締役社長を委員長とするサステナビリティ委員会を新たに設置し、人的資本を含むサステナ

ビリティ方針や戦略、取り組みの促進、進捗確認をしていきます。

詳細については、「(１)サステナビリティに関する考え方　①ガバナンス」をご参照ください。

 

②戦略

＜人材育成方針＞

　当社は一世紀以上の歴史がある板紙メーカーとして、主に製造のスペシャリストを多数擁しており、それが

事業を支える基盤であると考える一方で、板紙・美粧段ボールによるパッケージ事業ともに経営環境は日々変

化しており、その変化に対応して事業をリードする自律的で広い視野を持った人材もまた必要であると考え、

現場のスペシャリストと融合するリーダー層両輪の獲得・育成を目指しています。

　少子化による働き手の減少から従業員の確保が年々困難になるなかで、地域に根差したメーカーとして地元

から多くのスペシャリスト候補を採用し技術を次代に継承するとともに、当社を進化させる知見ある人材は性

別、出身地域、職歴等にとらわれず積極的に採用していきます。

　当社では従来から中途採用を積極的に活用しており、管理職の６割以上が中途採用出身者です。

＜社内環境整備方針＞

1.ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョンの推進

　最も重要なステークホルダーのひとつである従業員について、育児・介護との両立等ワークライフバランス

を支援する仕組みを導入し、高齢者・女性等の多様な社員が活躍できる職場環境を整備することで、来る労働

人口減少時代へのレジリエンスを高めてまいります。

　高齢者については2022年から65歳定年制を導入しており、スペシャリストとしての経験を活かし、モチベー

ションを保って働ける環境を整えていきます。

　女性活躍では女性の育休取得、復職については高い実績があるため、今後は管理職等多様なポジションで活

躍できる環境を整えていきます。

2.健康と安全が確保された環境づくり

　従業員の心身の健康・活力が事業活動の原動力であるとの考えのもと、それを妨げる労働災害の撲滅と、健

康経営を強力に推し進めてまいります。

　健康経営に関しては、従来から当社では、法令で定めがある特定業務従事者以外の従業員についても健康診

断を年２回実施しており、その受診率はほぼ100％です。また、経済産業省及び日本健康会議の「健康経営優

良法人2025（中小規模法人部門）」の継続認定を受けています。認定を機に禁煙外来受診補助を制度化するな

ど、健康の保持増進を図る取組を進めています。

　安全に関しては、毎月、安全衛生に関する会議の開催と職場パトロールを実施し、労働災害の防止とともに

快適な職場環境の形成に努めております。

 

③リスク管理

　人的資本に関するリスクと機会は、全社のサステナビリティに関するリスクと機会に統合され、管理されていま

す。詳細については、「(１)サステナビリティに関する考え方　③リスク管理」をご参照ください。
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④指標及び目標

　当社では、上記「②戦略」において記載した、人材の多様性の確保を含む人材の育成に関する方針及び社内環境

整備に関する方針について、次の指標を用いております。当該指標に関する目標及び実績は、次の通りでありま

す。

指標 目標 2024年度実績

女性管理職の割合 5.0％ （2030年度） 0.0％

女性従業員の割合 10.0％（2030年度） 9.8％

健康経営優良法人の認定 認定を維持 認定

労働災害度数率 1.5人/100万時間（2024年度） 2.6人/100万時間

死亡・重篤災害数 0件（2024年度） 0件
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３【事業等のリスク】
　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす

可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(2025年８月25日)現在において当社が判断した

ものであります。

　また、以下に記載したリスクは主要なものであり、これらに限られるものではありません。

(１)国内需要の減少及び市況価格の下落

　当社の事業分野別売上高は、板紙事業９割弱、美粧段ボール事業１割強の構成で推移しております。いずれ

の事業も内需型であり、国内景気の影響を大きく受けます。国内景気の後退による需要の減少や市況価格の下

落が生じた場合には、当社の経営成績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。当社においては多方

面への営業活動及び開発力の強化による新規取引先の発掘、販売代理店を介した原紙の海外輸出の推進、また

需要に見合った生産を実施することで、需要及び適正な販売価格の維持に努めております。

 

(２)原燃料購入価格の上昇

　当社が購入する原燃料価格に関しては、主原料の古紙は中国・アジア地域と国内需給動向によって、主燃料

の産業用ガスは国際市況や為替相場によってそれぞれ価格が変動し、購入価格が上昇した場合には、当社の経

営成績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。そのため、複数の仕入先の確保や備蓄量の安定的な

確保を行うことでリスクの低減をはかっております。

 

(３)災害による影響

　台風、豪雨、地震といった自然災害、事故等の不測の事態が発生した場合には、生産能力の低下や製造コス

トの増加等により、当社の経営成績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。これらの対策として当

社はリスク管理規程を定め、その具体的対応策として緊急事態対策規程を策定しております。また、実際に自

然災害が発生した場合には、直ちに対策本部を立ち上げ、被害を初期のうちに最小限に防止する体制を整備し

ております。

 
 

４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
(１)経営成績等の状況の概要

当事業年度における当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」という。）の状

況の概要は次のとおりであります。

①財政状態及び経営成績の状況の概要

　当事業年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善等により緩やかな回復基調で推移しました。一方

で、米国の通商政策による国内景気への影響等、先行き不透明な状況が続いております。

　板紙業界におきましては、景気の回復に後押しを受けながらも、実質所得の伸びが物価上昇に追いつかない

ことから個人消費が力強さに欠け、国内板紙需要は前年をわずかに下回るペースで推移しました。また、原料

古紙価格、物流コストの上昇や資材・燃料価格の高止まりといった外部要因に加え、働き手の減少で人材の確

保が難しい状況が続いており、当社を取り巻く経営環境は厳しさを増しています。

　こうした環境のなか、当社は主要製品である段ボール原紙他板紙の安定した生産と適正価格での販売活動に

注力するとともに、サステナブルな企業経営を実現するため、人的資本への投資及び環境負荷低減への取組を

継続しています。

　この結果、当事業年度の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。
 
a.財政状態

　当事業年度末の総資産は、前事業年度末と比べ1,229百万円減少して16,593百万円となりました。負債は、前

事業年度末と比べ1,937百万円減少して3,649百万円となりました。純資産は、前事業年度末に比べ707百万円増

加して12,944百万円となりました。
 
b.経営成績

　当事業年度の経営成績は、売上高は11,522百万円(前事業年度比0.1％増)、営業利益は1,032百万円(前事業年

度比38.6％減)、経常利益は1,147百万円(前事業年度比35.5％減)、当期純利益は798百万円(前事業年度比

31.0％減)となりました。
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各セグメントの経営成績は、次のとおりであります。

（板紙事業）

当事業関連では、販売数量が前期比0.6％増となりましたが、銘柄構成の変動により売上高は10,188百万円

(前事業年度比0.5％減)と減収になりました。セグメント利益は1,077百万円(前事業年度比36.1％減)となりま

した。

（美粧段ボール事業）

当事業関連では、主力の青果物向け製品は伸び悩んだものの、デジタル印刷製品をはじめとした新規受注で

カバーし、売上高は1,334百万円(前事業年度比5.0％増)と増収となりました。損益については配送費や労務費

の上昇により、セグメント損失44百万円(前事業年度はセグメント損失３百万円)となりました。
 
②キャッシュ・フローの状況

　当事業年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)の残高は、前事業年度末に比べ2,129百万

円減少し、4,466百万円となりました。当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因

は、以下のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　営業活動の結果使用した資金は、1,569百万円（前事業年度は1,924百万円の収入）となりました。

　収入の主な内訳は、税引前当期純利益1,133百万円であり、支出の主な内訳は、仕入債務の減少1,051百万

円、退職給付引当金の減少499百万円であります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　投資活動の結果使用した資金は、前事業年度比209百万円(113.0％)増の395百万円となりました。

　収入の主な内訳は、利息及び配当金の受取額104百万円であり、支出の主な内訳は、有形固定資産の取得によ

る支出446百万円によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　財務活動の結果使用した資金は、前事業年度比57百万円(53.6％)増の164百万円となりました。

　これは主に、配当金の支払額138百万円によるものであります。
 
③生産、受注及び販売の実績

a.生産実績

当事業年度の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当事業年度

(自　2024年６月１日
　至　2025年５月31日)

前年同期比(％)

板紙事業(千円) 10,510,424 100.0

美粧段ボール事業(千円) 1,334,070 105.0

合計(千円) 11,844,495 100.5

(注)板紙事業の生産実績は板紙の生産数量(自家消費分を含む)に平均販売価格を乗じた金額を、また美粧

　　段ボール事業の生産実績は販売金額を記載しております。
 
b.受注実績

　板紙事業については、顧客が特定しているため需要を予測して見込生産を、また美粧段ボール事業は、受

注生産を行っておりますが、いずれの製品も受注から生産・納入に至るまでの期間が短く期末における受注

残高は少ないので、次に記載する販売実績を受注実績とみなしても大差はありません。
 

c.販売実績

当事業年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当事業年度

(自　2024年６月１日
　至　2025年５月31日)

前年同期比(％)

板紙事業(千円) 10,188,696 99.5

美粧段ボール事業(千円) 1,334,070 105.0

合計(千円) 11,522,767 100.1

(注)セグメント間の取引については相殺消去しております。
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(２)経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において判断したものであり、不確実性を内在、あるい

はリスクを含んでいるため、将来生じる実際の結果とは大きく異なる可能性もありますので、ご留意ください。

①重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されておりま

す。この財務諸表作成に当たって、当事業年度末における資産・負債の報告数値、当事業年度における収益・

費用の報告数値に影響を与える見積り及び仮定を用いております。これらの見積り及び仮定については、過去

における実績や状況に応じ合理的と考えられる要因等に基づいて行っておりますが、不確実性があるため、実

際の結果とは異なる可能性があります。

　財務諸表の作成にあたって用いた会計上の見積り及び仮定のうち、重要なものは「第５　経理の状況　１　

財務諸表等　(１)　財務諸表　注記事項(重要な会計上の見積り)」に記載しております。

 

②当事業年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

a.財政状態の分析

　総資産は、16,593百万円で前期末の17,822百万円に比べ、1,229百万円減少いたしました。内訳としては流

動資産が1,668百万円の減少、固定資産が439百万円の増加であります。

　流動資産減少の主な要因は、取引先への支払条件見直しと法人税等の支払により現金及び現金同等物が

2,129百万円減少したことであります。また、固定資産増加の主な要因は、設備投資により有形固定資産が

350百万円増加したことであります。

　負債は、3,649百万円で前期末の5,586百万円に比べ、1,937百万円減少いたしました。内訳としては流動負

債が1,565百万円の減少、固定負債が371百万円の減少であります。

　流動負債減少の主な要因は、取引先への支払条件見直しにより電子記録債務が780百万円減少、支払手形が

151百万円の減少、及び法人税等の納税により未払法人税等が402百万円減少したことであります。また、固

定負債減少の主な要因は、退職給付信託の設定により退職給付引当金が499百万円減少したことであります。

　純資産は、12,944百万円で前期末の12,236百万円に比べ、707百万円増加いたしました。主な要因は繰越利

益剰余金659百万円の増加であります。

 

b.経営成績の分析

(売上高)

　当社の主要な販売品目である板紙につきまして、景気の回復に後押しを受けながらも、実質所得の伸びが

物価上昇に追いつかないことから個人消費が力強さに欠け、国内板紙需要は前年をわずかに下回るペースで

推移しました。

　このような状況の下、当事業年度の板紙製品（中芯原紙・紙管原紙）の販売状況につきましては、販売数

量が前事業年度比で100.6％と増加しました。これは年度計画の100.5％の達成率でした。

　板紙販売数量は増加したものの、販売製品の銘柄構成により板紙事業は0.5％の減収となりました。

　他方、美粧段ボール製品の販売状況につきましては、青果物の贈答用向け美粧ケースが、前事業年度比

95.2％とやや苦戦しましたが、販売先の多様化、特に段ボールシートへの直接印刷が可能な６色インク

ジェットプリンター・Glory1606を用いた製品の拡販他の新規受注で補い、売上高は前事業年度比で5.0％の

増加となりました。

　以上より、当事業年度の売上高は11,522百万円となり、前事業年度に比べ10百万円(0.1％増)の増収とな

りました。
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(営業利益)

　当社の営業利益については、板紙製品の売上高、板紙製造の原料である古紙の価格、および主な燃料であ

るＬＮＧの価格が大きな影響を与えます。

　まず、原料古紙価格については、当社の主要な材料であることからその調達価格は利益に大きな影響があ

ります。当事業年度におきましては、国内の古紙発生量の減少や円安の影響による海外への流出の影響が大

きく、古紙価格は前事業年度比8.0％上昇し、減益の要因となりました。

　次に、ＬＮＧ価格についても、前事業年度からは下がったものの、高い水準で推移しました。ＬＮＧ使用

量は前事業年度比で2.5％増、調達価格（単価）が前事業年度比2.9％増のため、ＬＮＧ購入総額では5.6％

の増加となり、当事業年度の減益要因のひとつとなりました。

　以上より、当事業年度の営業利益は1,032百万円となり、前事業年度に比べ649百万円(38.6％減)の減益と

なりました。

　当社の目標とする経営指標のひとつである営業利益５億円については達成することができました。

 

(経常利益)

　当事業年度の経常利益は1,147百万円となり、前事業年度に比べ631百万円(35.5％減)の減益となりまし

た。

　なお、当社の営業外収益の約87％は保有株式の受取配当金であります。

 

(当期純利益)

　当事業年度の当期純利益は798百万円となり、前事業年度に比べ358百万円(31.0％減)の減益となりまし

た。

　ＲＯＥは6.3％となり、当社の目標とする経営指標のひとつであるＲＯＥ６～９％の枠内には収まってい

るものの、さらに向上させ企業価値を高めてまいりいます。

　また、１株当たり当期純利益は前事業年度から77円88銭減少し、172円31銭となりました。

 

c.キャッシュ・フローの状況

　当事業年度のキャッシュ・フローの分析につきましては、「(１)経営成績等の状況の概要　②キャッ

シュ・フローの状況」に記載のとおりであります。

　当社の資本の財源及び資金の流動性につきましては、次のとおりであります。

　当社の資金需要のうち主なものは、製品製造のための原材料・燃料の購入のほか、製造に係る労務費・経

費、販売費及び一般管理費、生産設備の取得及び既存設備の改善等に係る投資であります。これらの資金需

要について、当社はすべて自己資金でまかなっておりますが、現状キャッシュ・フローについて大きな懸念

はないものと認識しております。

 

５【重要な契約等】
該当事項はありません。

６【研究開発活動】
　古紙を原料として製品を製造する当社は、環境との調和をテーマに環境負荷軽減を意識した生産技術の開発をは

じめとして、常に顧客のニーズに応えるための品質改善、より付加価値の高い製品の産出、印刷技術の向上、生産

の効率化など生産現場に密着した活動を行っております。

　当事業年度における研究開発費の総額は28,369千円となっております。なお、当社における研究開発活動は各セ

グメントに共通するものであり、各セグメントに関連付けた記載を行っておりません。
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第３【設備の状況】
１【設備投資等の概要】
　当事業年度の設備投資額は、板紙事業625百万円、美粧段ボール事業14百万円等の総額650百万円であり、その主

なものは中芯原紙を製造するＮ３号抄紙機の給排気設備の更新、蒸気タービン発電機の更新及び従業員用更衣室の

建設工事であります。

２【主要な設備の状況】
2025年５月31日現在

 

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額
従業
員数
(人)

建物及び
構築物
(千円)

機械装置
及び運搬
具(千円)

土地
(千円)
(面積㎡)

リース
資産
(千円)

その他
(千円)

合計
(千円)

本社
(岡山市南区)

全社(共通)
他

統括・販売
業務施設

132,868 0
196,044
(25,655)

19,627 21,414 369,954 54

板紙事業 板紙生産設備 373,412 1,339,485
55,759
(57,854)

13,320 55,368 1,837,346 100

美粧段ボー
ル事業

美粧段ボール
紙器生産設備

267,589 216,944
9,158
(13,195)

1,861 548 496,102 36

(注)１．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。

２．全社(共通)他の設備には、販売・業務施設の他、福利厚生施設が含まれております。なお、従業員数は生

産設備に関連する人員で記載しております。

３【設備の新設、除却等の計画】
(１)重要な設備の新設等

重要な設備の新設等の計画はありません。

(２)重要な設備の除却等

重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】
１【株式等の状況】
(１)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 22,000,000

計 22,000,000
 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数(株)
(2025年５月31日)

提出日現在発行数(株)
(2025年８月25日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,500,000 5,500,000
東京証券取引所
(スタンダード市場)

単元株式数は100株
であります。

計 5,500,000 5,500,000 － －

 

(２)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(３)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(４)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金増
減額(千円)

資本準備金残
高(千円)

2016年５月31日 △1,500,000 5,500,000 － 821,070 － 734,950

(注)自己株式の消却による減少であります。

 

(５)【所有者別状況】

       2025年５月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満株式
の状況(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他
の法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数(人) － 3 5 40 16 9 2,302 2,375 －

所有株式数
(単元)

－ 2,169 105 24,784 4,346 12 23,532 54,948 5,200

所有株式数
の割合(％)

－ 3.95 0.19 45.10 7.91 0.02 42.83 100 －

(注)自己株式861,266株は、「個人その他」に8,612単元及び「単元未満株式の状況」に66株含めて記載してお

ります。
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(６)【大株主の状況】

  2025年５月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式（自己株式を
除く。）の総数に対する
所有株式数の割合(％)

王子ホールディングス株式会社 東京都中央区銀座４丁目７－５ 2,268 48.90
INTERACTIVE BROKERS LLC
（常任代理人 インタラクティ
ブ・ブローカーズ証券株式会
社）

ONE PICKWICK PLAZA GREENWICH,
CONNECTICUT 06830 USA
(東京都千代田区霞が関３丁目２－５)

252 5.43

株式会社中国銀行 岡山市北区丸の内１丁目15-20 213 4.59

BNYM AS AGT/CLTS NON TREATY
JASDEC
（常任代理人 株式会社三菱UFJ
銀行）

240 GREENWICH STREET, NEW YORK,
NEW YORK 10286 U.S.A.
(東京都千代田区丸の内１丁目４－５)

125 2.69

須山木材株式会社 島根県出雲市白枝町139 59 1.28

岡﨑共同株式会社 岡山市中区森下町１番14号 58 1.26

細羽　強 広島県福山市 53 1.15

岡﨑　達也 東京都渋谷区 53 1.15

岡﨑　直也 岡山市中区 52 1.13

津川　孝太郎 岡山県倉敷市 48 1.05

計 － 3,186 68.69

 

 

(７)【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式(自己株式等)  － － －

議決権制限株式(その他)  － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 861,200 － 単元株式数100株

完全議決権株式(その他) 普通株式 4,633,600 46,336 同上

単元未満株式 普通株式 5,200 － １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数  5,500,000 － －

総株主の議決権  － 46,336 －

 

②【自己株式等】

    2025年５月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社岡山製紙
岡山市南区浜野
１丁目４番34号

861,200 － 861,200 15.65

計 － 861,200 － 861,200 15.65

 

EDINET提出書類

株式会社岡山製紙(E00687)

有価証券報告書

23/74



２【自己株式の取得等の状況】
【株式の種類等】普通株式

(１)【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(２)【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(３)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 － －

当期間における取得自己株式 － －

(注)当期間における取得自己株式には、2025年８月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式数は含まれておりません。

(４)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数(株) 処分価額の総額(円) 株式数(株) 処分価額の総額(円)

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係
る移転を行った取得自己株式

－ － － －

その他(譲渡制限付株式報酬制度による処
分)

9,500 5,487,105 － －

保有自己株式数 861,266 － 861,266 －

(注)当期間における保有自己株式数には、2025年８月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式

の買取りによる株式数は含まれておりません。

 

３【配当政策】
　当社は、株主の皆様への適切な利益還元を経営における最重要課題の一つと考えており、毎期の配当額について

は持続的成長に向けた適正な内部留保の充実と安定的かつ持続的な利益還元を総合的に考慮し、株主資本配当率

（DOE）2.0％以上を目安に決定いたします。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行っており、配当の決定機関は、期末配当については株

主総会、中間配当については取締役会であります。

　内部留保資金の使途につきましては、人的資本への投資、生産設備増強・更新、品質改善、省力化及び生産性向

上対策等の投資に充てる考えであります。

　当事業年度の剰余金の配当につきましては、上述の基本方針のもと、期末配当金は前事業年度と比べて10円増配

の１株当たり25円00銭として、2025年８月27日開催予定の定時株主総会で決議して実施する予定であります。これ

により、当事業年度の年間配当金は前事業年度から16円増配の１株当たり40円00銭（配当性向は23.2％）となる予

定であります。

　当社は、資本政策及び配当政策の機動性を確保するため、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項

については、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役会の決議によって定めることができる旨を定款で定めて

おります。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額(千円) １株当たり配当額(円)

2025年１月10日 取締役会決議 69,581 15

2025年８月27日
定時株主総会決議
(予定)

115,968 25
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】
（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、秩序ある競争の原理と公正の原則を貫く経営活動を基本姿勢として、企業の健全性・透明性
を重視した事業活動を推進してまいります。
　このような企業理念のもと、コーポレート・ガバナンスは、コンプライアンス・リスクマネジメン
ト・環境マネジメントと相俟って、企業の社会的責任を果たすためには欠かすことができない会社経営
の要件と考えております。
　当社は、監査等委員会設置会社であり、監査等委員による取締役・取締役会の業務執行を監査する機
能の他に、取締役の指名や報酬等に係る評価・決定プロセスの透明性及び客観性を担保することによ
り、取締役会の監督機能、コーポレート・ガバナンス体制の充実と説明責任の強化を図るため、委員の
過半数を独立社外取締役で構成する任意の委員会である「指名委員会」、「報酬委員会」を設置するこ
とに加え、内部業務を監査する内部監査室を置いて、監査機能の強化を図っておりますが、なお一層ガ
バナンス機能の充実を目指し、社会の要請に応えてまいります。
 

②企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

イ．　企業統治の体制の概要
・当社は、監査等委員会設置会社であり、監査等委員である取締役５名（うち常勤１名）のうち４名が社
外取締役であります。常勤監査等委員を中心に常に情報の共有を図り、取締役・取締役会の業務執行及
び財務状況等を監査する機能の他に、取締役の指名や報酬等に係る評価・決定プロセスの透明性及び客
観性を担保することにより、取締役会の監督機能、コーポレート・ガバナンス体制の充実と説明責任の
強化を図るため、委員の過半数を独立社外取締役で構成する任意の委員会である「指名委員会」、「報
酬委員会」を設置することに加え、内部業務を監査する内部監査室を置いて、監査機能の強化を図って
おります。
　なお、当社の監査等委員会の構成員の氏名については、「（２）役員の状況」に記載のとおりでありま
す。
・取締役会は、提出日（2025年８月25日）現在取締役10名で構成されており、毎月１～２回開催される取
締役会において経営に関する重要事項の決定・業務執行状況の監督などを行っております。
　なお、当社の取締役会の構成員の氏名については、「（２）役員の状況」に記載のとおりであります。
・当社は任意の諮問機関として、取締役の指名および報酬等に関して、その評価・決定プロセスの透明性
及び客観性を担保することにより、取締役会の監督機能、コーポレート・ガバナンス体制の充実と説明
責任の強化を図るため、独立社外取締役が委員の過半数を占める指名委員会及び報酬委員会をそれぞれ
設置しております。指名委員会は、取締役の選解任の方針及び基準、取締役候補者の選任、取締役の昇
降格などを審議し、取締役会に答申します。報酬委員会は、役員報酬制度、取締役（監査等委員を除
く）の個人別の報酬等の内容を審議し、取締役会に答申します。
　なお、当社の指名委員会、報酬委員会の構成については、各委員会の委員の過半数を独立社外取締役と
し、各委員会の委員長は独立社外取締役である委員の中から委員会の決議により選任しております。ま
た、オブザーバーとして監査等委員である取締役の出席が可能となっております。各委員会の現在の構
成員は以下のとおりです。
　委員長：独立社外取締役　田井廣志
　委　員：独立社外取締役　中野学、加来典子、代表取締役社長　宮田正樹
・当社は、法令遵守及び企業倫理に基づく行動の徹底を図るため、コンプライアンス委員会を設置してお
り、提出日現在の構成員は取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名他であります。委員会は原
則として年２回開催し、当社の企業倫理行動指針およびコンプライアンス基本規程に定める基本的事項
に関して、従業員に対する助言、指導、監督等を行っております。
・当社は、サステナビリティへの取り組みを強化・推進するため、サステナビリティ委員会を設置してお
り、提出日現在の構成員は取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名他であります。委員会は年
１回以上、必要に応じて開催し、サステナビリティに関する方針、戦略の策定、取り組みの推進、進捗
確認を行っております。
・当社では執行役員制度を導入し、業務執行体制の強化及び執行責任の明確化を図っております。執行役
員は取締役会に出席し、業務執行状況の報告などを行います。提出日現在、執行役員は１名在籍してお
ります。
・さらに取締役会以外に、毎月１回以上の部長会等を開催し、業務業績の報告を行うことで迅速な意思決
定と重要な情報の共有化により、効率的な職務の執行を行っております。
※2025年８月27日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役（監査等委員である取締
役を除く。）４名選任の件」を上程しており、当該議案が承認可決されますと、当社の取締役（監査等
委員である取締役を除く。）は４名となり、取締役会の構成人数は９名となります。指名委員会、報酬
委員会の構成員に変更はない予定であります。

ロ．当該体制を採用する理由
当社は、独立性の高い社外取締役を選任することにより、社外視点を取り入れた適正な意思決定や業務
執行に対する監督が担保されると考え、監査等委員会設置会社制度を採用しております。
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③企業統治に関するその他の事項

イ．内部統制システムの整備状況
　当社は内部統制システムを有効に運用するため、取締役・従業員が社会規範に則した行動をとるため
の行動規範として企業倫理行動指針を定め、この指針に基づき企業活動を推進することといたしており
ます。
　また、この行動指針に則り、コンプライアンス体制に係る基本規程及び法令、企業倫理、社内規則等
に違反する行為の事実を通報する内部通報制度等を整備しております。
　取締役、従業員の職務の執行に係る情報の保存及び管理については、文書取り扱い基準、文書別保存
年限等を定める文書取扱規程を整備しております。
　財務報告の適正性を確保するための内部統制については、内部統制の目的を達成するため、適時かつ
適切に内部統制の整備・運用状況を見直しの上、その有効性に関し適正なる評価を継続して実施し、所
期の目的を達成することを基本方針といたしております。
 
ロ．リスク管理体制の整備の状況

　変化する経営環境のなか、企業を取り巻く様々なリスクに対しては、リスクの予知、予防及び発生し

たリスクへの対処、最小化を図るため、各部署が分担して適切なリスク管理に努めるとともに、短期、

中期経営計画を推進するにあたり、重要な経営リスクについて取締役会で充分討議のうえ計画を推進し

ております。

　また、災害、事故等不測の事態発生に備え、経営上重大な危機に直面した場合の対応について定める

リスク管理規程、緊急事態対策規程を整備し、状況に即応する体制の強化を図っております。

　さらに、コンプライアンス委員会は、当社の企業倫理行動指針およびコンプライアンス基本規程に定

める基本的事項に関して、従業員に対する助言、指導、監督および関連事項について審議、連絡調整、

討議、打合せ、問題点の抽出、報告、上申等を行うとともに、内部通報規程にもとづく違法行為者等に

対して、行為の中止命令、改善対策報告書作成要請等を行う権限が与えられており、社会の要請に応え

る企業活動の推進を側面的に支援する体制を整備しております。

 

④責任限定契約の内容の概要

　当社と取締役(業務執行取締役等であるものを除く)及び社外取締役は、当社定款及び会社法第427条第

１項の規定に基づき、同法第423条第１項の規定による損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま

す。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。なお、

当該責任限定が認められるのは、当該取締役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大

な過失がないときに限られます。

 

⑤役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結してお

り、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと、または当該責任の追及に係る請求を受けること

によって生ずることのある損害を、当該保険契約により填補することとしております。ただし故意また

は重過失に起因して生じた当該損害は填補されない等の免責事由があります。当該役員等賠償責任保険

契約の被保険者は当社取締役、執行役員及び部長以上の一部使用人であり、すべての保険料を全額当社

が負担しております。

 

⑥取締役の定数及び任期

　当社は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の定数は３名以上、任期は選任後１年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時まで、監査等委員である取締役の定数

は３名以上、任期は選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の

時までとする旨を定款に定めております。

 

⑦取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議は、株主総会において、議決権を行使することができる株主の議決権の３

分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。ま

た、選任決議は、累積投票によらない旨を定款に定めております。

 

⑧株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

　当社は、自己株式の取得、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別

段の定めがある場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定めることができる旨を定

款に定めております。これは、機動的な資本政策と株主への安定的な利益還元等を実施することを目的

とするものであります。

 

⑨株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項の規定による株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行う旨

を定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総

会の円滑な運営を行うためであります。

⑩取締役会の活動状況

　当社は、取締役会を原則月１回開催しており、個々の取締役の出席状況は次のとおりであります。
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氏　名 開催回数 出席回数 備考

津川　孝太郎 15回 15回 2025年８月27日退任予定

宮田　正樹 15回 15回  

後藤　直樹 15回 15回  

狩山　昌功 15回 15回  

加藤　理夫 11回 11回 2024年８月27日就任

岡﨑　泰夫 15回 15回  

田井　廣志 15回 14回  

岡﨑　彬 4回 4回 2024年８月27日退任

中野　学 15回 15回  

加来　典子 15回 15回  

岡﨑　達也 11回 10回 2024年８月27日就任

　取締役会における具体的な検討事項は、月次決算承認、年度決算承認、年度予算・中期経営計画の審

議、法令及び定款に定める事項、重要な規程の改廃、変更承認、管理職の選任、従業員待遇（昇給・賞

与）の決定、内部監査結果報告の審議、多額の設備投資に係る事項の決議、サステナビリティ経営にお

ける重要課題（マテリアリティ）への取組に関する事項等であります。

⑪指名委員会の活動状況

　当社は、当事業年度においては指名委員会を３回開催しており、個々の取締役の出席状況は次のとお

りであります。

氏　名 開催回数 出席回数 備考

田井　廣志 3回 3回  

中野　学 3回 3回  

加来　典子 3回 3回  

宮田　正樹 3回 3回  

 

⑫報酬委員会の活動状況

　当社は、当事業年度においては報酬委員会を３回開催しており、個々の取締役の出席状況は次のとお

りであります。

氏　名 開催回数 出席回数 備考

田井　廣志 3回 3回  

中野　学 3回 3回  

加来　典子 3回 3回  

宮田　正樹 3回 3回  
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（２）【役員の状況】

①　役員一覧

　ａ．2025年８月25日（有価証券報告書提出日）現在の当社の役員の状況は、以下のとおりであります。

男性9名　女性1名　(役員のうち女性の比率　10.0％)

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

会　　　長
津川 孝太郎 1951年８月24日

1975年11月 株式会社滝沢鉄工所（現　株式会社Ｔ

ＡＫＩＳＡＷＡ）入社

1988年４月 当社入社

1991年９月 当社製紙工場長

2007年８月 当社執行役員製紙工場長

2010年８月 当社取締役技術統括部長

2013年８月 当社代表取締役社長

2023年８月 当社代表取締役会長（現任）
　

(注)2 48

代表取締役

社　　　長
宮田　正樹 1965年７月31日

1988年４月 当社入社

2016年６月 当社製紙工場長

2017年８月 当社執行役員製紙工場長

2019年６月 当社執行役員製紙本部長

2019年８月 当社取締役製紙本部長

2022年６月 当社取締役加工本部長

2023年３月 当社取締役管理本部管掌

2023年８月 当社代表取締役社長（現任）
　

(注)2 16

取締役 後藤　直樹 1967年４月10日

1993年１月 高崎製紙株式会社（現　王子マテリア

株式会社）入社

2021年６月 当社執行役員製紙本部副本部長(営業担

当)

2022年８月 当社取締役(営業管掌)(現任)
　

(注)2 5

取締役 狩山　昌功 1965年10月11日

1984年４月 当社入社

2020年６月 当社製紙本部製造部長

2021年８月 当社執行役員製紙本部副本部長

2022年６月 当社執行役員製紙本部長

2023年８月 当社取締役製紙本部長（現任）
　

(注)2 4

取締役 加藤　理夫 1962年２月19日

1985年４月 神崎製紙株式会社(現　王子ホールディ

ングス株式会社)入社

2009年６月 新タック化成株式会社取締役管理本部

長

2011年６月 王子エフテックス株式会社中津工場事

務部長

2016年６月 九州パッケージ株式会社取締役総務部

長

2017年６月 王子ホールディングス株式会社監査役

室長

2020年４月 王子タック株式会社経営管理部長

2023年３月 当社管理本部長

2023年６月 当社執行役員管理本部長

2024年８月 当社取締役管理本部長（現任）
　

(注)2 1

取締役

常勤

監査等委員

岡﨑　泰夫 1958年２月９日

1980年４月 株式会社中国銀行入行

2002年７月 同行玉支店長

2005年２月 同行鴨方支店長

2007年10月 同行新市支店長

2009年６月 同行総務部長

2012年６月 同行常勤監査役

2016年６月 同行取締役監査等委員

2019年６月 中銀事務センター株式会社　代表取締

役社長

2023年６月 当社顧問

2023年８月 当社取締役(常勤監査等委員)（現任）
　

(注)3 －

取締役

監査等委員
田井　廣志 1949年２月24日

1972年４月 王子製紙株式会社(現　王子ホールディ

ングス株式会社)入社

2005年６月 王子コンテナー株式会社取締役管理本

部長

2005年10月 王子チヨダコンテナー株式会社取締役

管理本部副本部長

2006年６月 王子板紙株式会社取締役

2007年６月 同社常務取締役

2009年６月 王子製紙株式会社(現　王子ホールディ

ングス株式会社)監査役

2013年６月 同社監査役退任

2014年８月 当社取締役

2018年８月 当社取締役(監査等委員)（現任）
　

(注)3 －
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

監査等委員
中野　　学 1957年12月26日

1983年４月 株式会社クラレ入社

2005年５月 禾欣可楽麗超繊皮(嘉興)有限公司

副総経理

2008年４月 株式会社クラレ岡山事業所クラリーノ

開発部長

2010年４月 同社岡山事業所クラリーノ生産・技術

開発部長

2013年４月 同社クラリーノ事業部副事業部長

2018年３月 同社退社

2018年４月 倉敷開発株式会社代表取締役社長

2020年12月 同社取締役

2022年８月 当社取締役(監査等委員)（現任）

2024年９月 倉敷開発株式会社取締役退任
　

(注)3 －

取締役

監査等委員
加来　典子 1979年８月14日

2011年12月 弁護士登録（岡山弁護士会）

田野法律事務所（現　弁護士法人後楽

総合法律事務所）入所（現任）

2022年８月 当社取締役(監査等委員)（現任）

2024年５月 ローツェ株式会社社外監査役（現任）

重要な兼職の状況

　弁護士法人後楽総合法律事務所　所属弁護士

　ローツェ株式会社社外監査役
　

(注)3 －

取締役

監査等委員
岡﨑　達也 1974年12月17日

2000年10月 監査法人トーマツ（現　有限責任監査

法人トーマツ）入所

2007年３月 岡山ガス株式会社監査役

2014年３月 同社取締役

2014年７月 同社取締役副社長

2019年３月 同社代表取締役社長（現任）

2024年８月 当社取締役(監査等委員)（現任）

重要な兼職の状況

　岡山ガス株式会社代表取締役社長
　

(注)3 53

計 129

(注)１．取締役田井廣志、中野学、加来典子及び岡﨑達也は、社外取締役であります。

２．2024年８月27日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

３．2024年８月27日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

４．当社の監査等委員会の体制は次のとおりであります。

委員長　岡﨑泰夫、委員　田井廣志、委員　中野学、委員　加来典子、委員　岡﨑達也

なお、岡﨑泰夫は常勤の監査等委員であります。当社は、社内情報の迅速かつ的確な把握及び機動的な監

査等の確保のため、常勤監査等委員を選定しております。

 

　ｂ．2025年８月27日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、取締役（監査等委員である取締役を除

く。）４名選任の件」を上程しており、当該議案が承認可決されますと、当社の役員の状況及びその任期

は、以下のとおりとなる予定であります。

なお、役員の役職等については、当該定時株主総会の直後に開催が予定される取締役会の決議事項の内容

（役職等）を含めて記載しています。

男性8名　女性1名　(役員のうち女性の比率　11.1％)

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

社　　　長
宮田　正樹 1965年７月31日

1988年４月 当社入社

2016年６月 当社製紙工場長

2017年８月 当社執行役員製紙工場長

2019年６月 当社執行役員製紙本部長

2019年８月 当社取締役製紙本部長

2022年６月 当社取締役加工本部長

2023年３月 当社取締役管理本部管掌

2023年８月 当社代表取締役社長（現任）
　

(注)2 16

取締役 後藤　直樹 1967年４月10日

1993年１月 高崎製紙株式会社（現　王子マテリア

株式会社）入社

2021年６月 当社執行役員製紙本部副本部長(営業担

当)

2022年８月 当社取締役(営業管掌)(現任)
　

(注)2 5

取締役 狩山　昌功 1965年10月11日

1984年４月 当社入社

2020年６月 当社製紙本部製造部長

2021年８月 当社執行役員製紙本部副本部長

2022年６月 当社執行役員製紙本部長

2023年８月 当社取締役製紙本部長（現任）
　

(注)2 4
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 加藤　理夫 1962年２月19日

1985年４月 神崎製紙株式会社(現　王子ホールディ

ングス株式会社)入社

2009年６月 新タック化成株式会社取締役管理本部

長

2011年６月 王子エフテックス株式会社中津工場事

務部長

2016年６月 九州パッケージ株式会社取締役総務部

長

2017年６月 王子ホールディングス株式会社監査役

室長

2020年４月 王子タック株式会社経営管理部長

2023年３月 当社管理本部長

2023年６月 当社執行役員管理本部長

2024年８月 当社取締役管理本部長（現任）
　

(注)2 1

取締役

常勤

監査等委員

岡﨑　泰夫 1958年２月９日

1980年４月 株式会社中国銀行入行

2002年７月 同行玉支店長

2005年２月 同行鴨方支店長

2007年10月 同行新市支店長

2009年６月 同行総務部長

2012年６月 同行常勤監査役

2016年６月 同行取締役監査等委員

2019年６月 中銀事務センター株式会社　代表取締

役社長

2023年６月 当社顧問

2023年８月 当社取締役(常勤監査等委員)（現任）
　

(注)3 －

取締役

監査等委員
田井　廣志 1949年２月24日

1972年４月 王子製紙株式会社(現　王子ホールディ

ングス株式会社)入社

2005年６月 王子コンテナー株式会社取締役管理本

部長

2005年10月 王子チヨダコンテナー株式会社取締役

管理本部副本部長

2006年６月 王子板紙株式会社取締役

2007年６月 同社常務取締役

2009年６月 王子製紙株式会社(現　王子ホールディ

ングス株式会社)監査役

2013年６月 同社監査役退任

2014年８月 当社取締役

2018年８月 当社取締役(監査等委員)（現任）
　

(注)3 －

取締役

監査等委員
中野　　学 1957年12月26日

1983年４月 株式会社クラレ入社

2005年５月 禾欣可楽麗超繊皮(嘉興)有限公司

副総経理

2008年４月 株式会社クラレ岡山事業所クラリーノ

開発部長

2010年４月 同社岡山事業所クラリーノ生産・技術

開発部長

2013年４月 同社クラリーノ事業部副事業部長

2018年３月 同社退社

2018年４月 倉敷開発株式会社代表取締役社長

2020年12月 同社取締役

2022年８月 当社取締役(監査等委員)（現任）

2024年９月 倉敷開発株式会社取締役退任
　

(注)3 －

取締役

監査等委員
加来　典子 1979年８月14日

2011年12月 弁護士登録（岡山弁護士会）

田野法律事務所（現　弁護士法人後楽

総合法律事務所）入所（現任）

2022年８月 当社取締役(監査等委員)（現任）

2024年５月 ローツェ株式会社社外監査役（現任）

重要な兼職の状況

　弁護士法人後楽総合法律事務所　所属弁護士

　ローツェ株式会社社外監査役
　

(注)3 －
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

監査等委員
岡﨑　達也 1974年12月17日

2000年10月 監査法人トーマツ（現　有限責任監査

法人トーマツ）入所

2007年３月 岡山ガス株式会社監査役

2014年３月 同社取締役

2014年７月 同社取締役副社長

2019年３月 同社代表取締役社長（現任）

2024年８月 当社取締役(監査等委員)（現任）

重要な兼職の状況

　岡山ガス株式会社代表取締役社長
　

(注)3 53

計 80

(注)１．取締役田井廣志、中野学、加来典子及び岡﨑達也は、社外取締役であります。

２．2025年８月27日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

３．2024年８月27日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

４．当社の監査等委員会の体制は次のとおりであります。

委員長　岡﨑泰夫、委員　田井廣志、委員　中野学、委員　加来典子、委員　岡﨑達也

なお、岡﨑泰夫は常勤の監査等委員であります。当社は、社内情報の迅速かつ的確な把握及び機動的な監

査等の確保のため、常勤監査等委員を選定しております。

 

②　社外役員の状況

　当社の社外取締役は４名であります。

　当社の社外取締役田井廣志氏は、製紙メーカーの取締役としての豊富な業務経験と業界知識をもち、製紙メー

カーの監査役を４年間務め、コーポレート・ガバナンスを中心とする幅広い見識があります。更に会社からの独立

性が高いため、社外取締役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断して選任いたしました。なお、同

氏と当社の間に特別な利害関係はありません。

　当社の社外取締役中野学氏は、大手素材メーカーにおいて生産・技術開発に長く携わり豊富な知見を有するとと

もに事業経営の経験もあり、当該知見を活かして取締役の業務執行に対する監督、助言等をいただけることが期待

でき、更に会社からの独立性が高いため、社外取締役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断して選

任いたしました。なお、同氏と当社との間に特別な利害関係はありません。

　当社の社外取締役加来典子氏は、弁護士として企業法務に精通しており、法律の専門家としての立場から、取締

役の業務執行に対する監督、助言等をいただけるものと判断して選任いたしました。同氏は、当社が法律顧問契約

を締結している弁護士法人後楽総合法律事務所に所属しており、当社は同事務所に対し弁護士報酬の支払いをして

おりますが、当事業年度に同事務所に支払った報酬額は２百万円未満であり、当社及び同事務所のいずれにとって

も同氏の独立性に影響を与えるものではないと判断しております。

　当社の社外取締役岡﨑達也氏は、岡山ガス株式会社の代表取締役社長であり、企業経営と地域経済への豊富な知

見及び公認会計士として監査法人での勤務経験を、社外取締役としての職務に生かしていただけるものと判断して

選任いたしました。当社は同社との間に産業用ガス購入取引があり、同社は会社法施行規則第２条第３項第19号に

定める特定関係事業者であります。なお、同氏は当社の株式の1.1％を所有しております。

　当社は、社外取締役の選任にあたっては、豊富な業務経験、幅広い見識を有し、当社経営陣からの独立した立場

で社外役員としての職務を遂行できる十分な独立性が確保できることを前提に判断しております。

　なお、社外取締役田井廣志、中野学及び加来典子の３氏については、当社との間に特別な利害関係はなく、一般

株主と利益相反の生じるおそれがないと判断し、株式会社東京証券取引所が定める独立役員として同取引所に届け

出ております。
 

③　社外取締役による監督又は監査と内部監査、監査等委員会監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部門

との関係

　常勤監査等委員は、毎月１回以上開催される部長会等社内の重要会議に出席し、その内容を社外取締役である監

査等委員が出席する監査等委員会で報告し、監査等委員間の情報共有を図って連携をとっております。

　内部監査室は、監査状況、不備問題点等について常勤監査等委員に適宜報告するとともに、定期的に監査等委員

会で内部監査の実施状況及び監査結果を報告しております。また、社外取締役である監査等委員は、監査等委員会

において取締役及び会計監査人が行った財務報告に係る内部統制の評価及び監査の状況についての報告に対して、

必要に応じて説明を求めております。
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（３）【監査の状況】

①　監査等委員会監査の状況

　当社の監査等委員会は、５名（うち社外取締役４名）で構成されており、豊富な実務経験に裏付けられた企

業財務・会計に相当程度の知見を有する監査等委員を選任しております。監査等委員会は会計監査人と密接な

連携を保ち、会計監査人の監査計画の聴取や監査結果の報告を受けるだけではなく、期中においても必要な情

報交換、意見交換を行います。

　常勤監査等委員は、取締役会以外にも部長会等の重要な会議への出席、重要書類の閲覧、取締役及び使用人

からの報告・聴取などの方法により取締役の業務執行の適法性、適正性などを監査するとともに、得た情報を

監査等委員会で報告しております。

　また、非常勤監査等委員は、毎月開催される取締役会、監査等委員会の他、定期的な代表取締役社長との意

見交換会、会計監査人からの報告会に常勤監査等委員とともに出席し、高度の見識や豊富な経営経験に基づ

き、当社経営上の課題・問題点等に対して助言・提言をしております。

　当事業年度において監査等委員会を10回開催しており、個々の監査等委員の出席状況については次のとおり

であります。

氏　名 開催回数 出席回数 備考

岡﨑　泰夫 10回 10回  

田井　廣志 10回 10回  

岡﨑　彬 4回 4回 2024年８月27日退任

中野　学 10回 10回  

加来　典子 10回 10回  

岡﨑　達也 6回 6回 2024年８月27日就任

　監査等委員会における具体的な検討事項は、以下のとおりであります。

　取締役会議案の事前確認、内部統制に関する事項、会計監査人の交代、監査等委員会監査活動概況、監査等

委員会監査計画、コンプライアンスに関するリスク、サステナビリティに関するリスク

 

②　内部監査の状況

　内部監査については、代表取締役社長直轄の内部監査室（常勤３名）が、監査等委員会と連携のもと年度監

査計画に基づき定期的に内部監査を実施しております。

　監査の実施状況及び監査結果につきましては、代表取締役社長及び常勤監査等委員に都度報告するととも

に、６ヶ月毎に監査等委員会で報告、意見交換を行っております。また、必要に応じて取締役会に直接報告を

行うことで、内部監査の実効性を確保しております。

　監査の指摘事項及び発生原因、今後の対策等につきましては、速やかに代表取締役社長及び常勤監査等委員

に報告書を提出し、必要な改善策を実施、確認しております。

 

③　会計監査の状況

イ．監査法人の名称

ＰｗＣ　Ｊａｐａｎ有限責任監査法人

 

ロ．継続監査期間

６年間

 

ハ．業務を執行した公認会計士

浦上　卓也

宮脇　亮一

 

ニ．監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士４名、その他12名であります。

 

ホ．監査法人の選定方針と理由

　当社では、監査等委員会において、下記「会計監査人の解任または不再任の決定の方針」に基づき、

会計監査人の専門性、独立性、監査遂行体制の適切性等について評価を行い、2025年５月期の会計監査

については、ＰｗＣ　Ｊａｐａｎ有限責任監査法人を会計監査人として選定しておりました。

[会計監査人の解任または不再任の決定の方針]

　会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合には、監査等委員会

は会計監査人を解任します。

　また会計監査人が職務を適切に遂行することが困難であると認められる場合、監査の適正性をより高

めるために会計監査人の変更が妥当であると判断される場合には、監査等委員会は会計監査人の解任ま

たは不再任に関する議案の内容を決定します。
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ヘ．監査等委員会による監査法人の評価

　監査等委員会は、監査法人が会計監査人に必要とされる専門性、独立性、適切性を有していること、

当社の会計監査が適切に行われることを確保する体制を備えていることを前提に、当社の事業規模に適

した監査対応と監査報酬の相当性について、評価・検討を行っております。

 

④　監査報酬の内容等

イ．監査公認会計士等に対する報酬

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
(千円)

非監査業務に基づく報酬
(千円)

監査証明業務に基づく報酬
(千円)

非監査業務に基づく報酬
(千円)

18,700 － 19,800 －
 

ロ．監査公認会計士等と同一のネットワークに属する組織に対する報酬（イ．を除く）

該当事項はありません。

 

ハ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

 

ニ．監査報酬の決定方針

　当社は、監査報酬については、会計監査人から毎期提示される年次監査計画及び監査日数等を検討の

上、会計監査人と協議の上、合意しております。また、監査報酬に関する契約は、会社法第399条に基づ

き、締結しております。

 

ホ．監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の遂行状況及び監査日数等をもとに報酬見積

もりの算定根拠の妥当性について必要な検証を行い、審議の結果報酬額が相当であると判断したため、会

計監査人の報酬等の額に同意しました。
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（４）【役員の報酬等】

①役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

イ．取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の決定方法

当社は、取締役会において、取締役（監査等委員である取締役を除く。以下①イ．内において同じ。）

の個人別の報酬等の内容に係る決定方針等を決議しており、その内容は次のとおりです。

１．基本方針

当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう株

主利益を意識した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準と

することを基本方針とする。具体的には、取締役の報酬は、固定報酬としての基本報酬、賞与及び株式

報酬により構成し、支払うこととする。

２．基本報酬、賞与の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

基本報酬は、月例の固定報酬とし、その個人別の報酬額は、取締役の役位、職責及び在任年数、当社

の業績並びに従業員給与の水準を考慮しながら、総合的に勘案して決定するものとする。

また、賞与は、原則として毎年６月、12月の支払いとし、その個人別の報酬額は、取締役の役位、職

責及び在任年数、当社の業績並びに従業員給与の水準を考慮しながら総合的に勘案して決定するものと

する。

３．非金銭報酬等の内容及び額または数の算定方法の決定に関する方針

非金銭報酬等は、原則として毎年10月に交付する譲渡制限付株式とし、その個人別の内容は、取締役

の役位、職責及び在任年数並びに当社の業績を考慮しながら、総合的に勘案して決定した方針に基づく

内部規定によるものとする。

４．基本報酬の額、賞与の額または非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定

に関する方針

取締役の個人別の報酬割合については、当社と同程度の事業規模や関連する業種・業態に属する企業

の水準等を参考にして決定するものとする。

５．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定の方法に関する事項

個人別の基本報酬額及び賞与額については、株主総会により決議された報酬総額の範囲内で、報酬委

員会で審議の上、取締役会にて決議し決定するものとする。なお、株式報酬については、株主総会によ

り決議された報酬総額の範囲内で、取締役個人別の割当株式数を内部規定によって算出し、報酬委員会

で審議の上、取締役会にて決議する。

６．取締役の個人別の報酬等の内容が方針に沿うものであると取締役会が判断した理由

取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容が取締役会で決議さ

れた決定方針と整合していることを確認しているため、当該決定方針に沿うものであると判断しており

ます。
 

ロ．役員の報酬等の額の決定過程における取締役会及び報酬委員会の活動内容

当社取締役会及び報酬委員会は、取締役（監査等委員であるものを除く。）の個人別の報酬等の決定に

あたって、上記イ．の方針に沿った活動を行っています。

なお、監査等委員である取締役の報酬については、監査等委員会で適正な報酬額について協議し決定し

ております。
 

ハ．取締役（監査等委員である取締役を除く。）および監査等委員である取締役の報酬等についての株主総

会の決議に関する事項

当社の役員の報酬等に関する株主総会の決議年月日は2018年８月28日であり、決議の内容は次のとおり

であります。

１．取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は、年額200百万円以内(使用人分給与及び

賞与等は含まない)とし、各取締役に対する具体的金額、支給時期等の決定は、取締役会の決議による。

当該定時株主総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は４名。

２．監査等委員である取締役の報酬限度額は、年額60百万円以内とし、各取締役に対する具体的金額、支

給金額等の決定は、監査等委員である取締役の協議による。当該定時株主総会終結時点の監査等委員で

ある取締役の員数は５名。

３．１．の報酬限度額の範囲内で、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対し

て、譲渡制限付株式に関する報酬等として支給する金銭報酬債権の総額を、取締役（監査等委員である

取締役及び社外取締役を除く。）につき、年額50百万円以内とする。当該定時株主総会終結時点の同報

酬の対象となる取締役の員数は４名。
 
 

EDINET提出書類

株式会社岡山製紙(E00687)

有価証券報告書

35/74



②提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円)
対象となる役
員の員数(人)基本報酬 賞与 株式報酬

左記のうち、
非金銭報酬等

取締役（監査等委員
及び社外取締役を除
く）

90,546 55,920 22,620 12,006 12,006 5

取締役（監査等委
員）（社外取締役を
除く）

10,475 7,725 2,750 － － 1

社外役員 20,850 15,600 5,250 － － 5

(注)１．当社は2017年８月25日開催の定時株主総会において、役員退職慰労金制度を廃止しております。
　　２．上記株式報酬は譲渡制限付株式に関する報酬等の総額です。
　　３．取締役（監査等委員及び社外取締役を除く。）に対する非金銭報酬等の総額の内訳は、株式報酬

12,006千円です。
 

③報酬等の総額が１億円以上である者の報酬等の総額等

　該当事項はありません。

 

④使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの

　該当事項はありません。
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（５）【株式の保有状況】

①投資株式の区分の基準及び考え方

　当社は、投資株式について、もっぱら株式の価値の変動または配当の受領によって利益を得ることを目的と

して保有する株式を純投資目的である投資株式、それ以外の株式を純投資目的以外の目的である投資株式（政

策保有株式）に区分しております。

 

②保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

イ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検

証の内容

　当社は、当社にとって重要な取引先との関係の維持・強化等が当社の中長期的な企業価値の向上に資す

ると判断する場合、株式を保有することとしており、保有の意義が必ずしも十分ではないと判断したもの

については、当該取引先との対話を通じて、保有の縮減を図ることとしております。取締役会において、

年１回、個別の政策保有株式の保有目的が適切であるか、保有に伴うメリット、リスク、取引状況、保有

株式数等を総合的に検証しております。

 

ロ．銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（千円）

非上場株式 5 1,260

非上場株式以外の株式 10 3,654,873

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（千円）

株式数の増加の理由

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 － － －

 

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額（千円）

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 4 6,727
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ハ．特定投資株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、業務提携等の概要、
定量的な保有効果

及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（千円）

貸借対照表計上額
（千円）

塩野義製薬株式会社

648,600 216,222

（保有目的）美粧段ボール製品の販売先

であり、取引機会と売上拡大を図るため

に保有しております。

（定量的な保有効果）（注１）

（株式数が増加した理由）株式数の増加

は株式分割によるものであります。

無

1,561,828 1,522,202

株式会社ちゅうぎん

フィナンシャルグ

ループ

460,456 460,456
（保有目的）当社の主要取引銀行であ

り、財務関係取引を維持・強化するため

に保有しております。

（定量的な保有効果）（注１）

無（注２）

805,337 782,084

コクヨ株式会社

217,600 217,685
（保有目的）板紙製品及び美粧段ボール

製品の販売先であり、取引関係を維持・

強化するために保有しております。

（定量的な保有効果）（注１）

無

664,115 587,640

丸紅株式会社

87,800 87,800
（保有目的）板紙製品の販売先であり、

取引関係を維持・強化するために保有し

ております。

（定量的な保有効果）（注１）

無

258,571 268,668

宝ホールディングス

株式会社

61,000 61,000
（保有目的）美粧段ボール製品の販売先

であり、取引関係を維持・強化するため

に保有しております。

（定量的な保有効果）（注１）

無

77,927 64,629

扶桑薬品工業株式会

社

33,599 33,599
（保有目的）美粧段ボール製品の販売先

であり、取引関係を維持・強化するため

に保有しております。

（定量的な保有効果）（注１）

無

72,170 77,244

キリンホールディン

グス株式会社

29,400 29,491
（保有目的）板紙製品の販売先であり、

取引関係を維持・強化するために保有し

ております。

（定量的な保有効果）（注１）

無

60,916 64,142

レンゴー株式会社

78,912 78,912
（保有目的）板紙製品の販売先であり、

取引関係を維持・強化するために保有し

ております。

（定量的な保有効果）（注１）

無

58,765 83,607

住友商事株式会社

15,000 16,672
（保有目的）板紙製品の販売先であり、

取引関係を維持・強化するために保有し

ております。

（定量的な保有効果）（注１）

無

55,530 68,038

ＫＰＰグループホー

ルディングス株式会

社

55,000 55,000
（保有目的）板紙製品の販売先であり、

取引関係を維持・強化するために保有し

ております。

（定量的な保有効果）（注１）

無

39,710 45,375

 

(注)１．特定投資株式における定量的な保有効果については記載が困難であるため、保有の合理性を検証した
結果について記載いたします。取締役会において、個別銘柄毎に保有の目的、保有に伴うメリット、
リスク、取引状況、保有株式数等から総合的に検証し、保有の合理性があるものと判断しておりま
す。
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２．㈱ちゅうぎんフィナンシャルグループは当社株式を保有しておりませんが、同社子会社である株式会
社中国銀行は当社株式を保有しております。

 

③保有目的が純投資目的である投資株式

　該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)に基づ

いて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第184期事業年度(2024年６月１日から2025年５月

31日まで)の財務諸表について、ＰｗＣ　Ｊａｐａｎ有限責任監査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

　当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応できる体制を整備するため、専門的な情報を有する団

体等が主催する研修・セミナーに積極的に参加しております。
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１【財務諸表等】
（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(2024年５月31日)
当事業年度

(2025年５月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,595,329 2,866,006

受取手形 578,711 ※１ 462,013

電子記録債権 1,593,800 ※１ 1,918,923

売掛金 2,081,953 2,305,338

有価証券 － 1,600,000

商品及び製品 461,823 439,285

仕掛品 14,611 13,092

原材料及び貯蔵品 449,081 462,319

前払費用 28,671 25,301

その他 7,007 50,159

貸倒引当金 △2,000 △2,024

流動資産合計 11,808,990 10,140,417

固定資産   

有形固定資産   

建物 2,354,585 2,494,425

減価償却累計額 △1,805,911 △1,846,066

建物（純額） 548,674 648,359

構築物 504,779 520,539

減価償却累計額 △373,609 △385,180

構築物（純額） 131,169 135,358

機械及び装置 ※２ 11,360,308 ※２ 11,720,790

減価償却累計額 △10,033,469 △10,164,360

機械及び装置（純額） 1,326,839 1,556,429

車両運搬具 13,234 13,234

減価償却累計額 △13,119 △13,234

車両運搬具（純額） 114 0

工具、器具及び備品 168,901 207,612

減価償却累計額 △128,179 △128,964

工具、器具及び備品（純額） 40,722 78,647

土地 261,433 261,433

リース資産 93,823 87,198

減価償却累計額 △49,968 △52,388

リース資産（純額） 43,854 34,809

建設仮勘定 76,487 64,655

有形固定資産合計 2,429,294 2,779,692

無形固定資産   

ソフトウエア 1,373 3,530

電話加入権 1,269 1,269

商標権 4 －

無形固定資産合計 2,647 4,799

投資その他の資産   

投資有価証券 3,564,893 3,656,133

出資金 9,793 9,793

長期前払費用 4,127 －

その他 3,103 2,694

投資その他の資産合計 3,581,918 3,668,620

固定資産合計 6,013,860 6,453,112

資産合計 17,822,850 16,593,530
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(2024年５月31日)
当事業年度

(2025年５月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 151,410 －

電子記録債務 1,825,006 ※１ 1,044,811

買掛金 449,048 468,520

リース債務 22,713 21,049

未払金 734,461 774,859

未払費用 702,938 579,193

未払法人税等 402,919 －

未払消費税等 97,811 －

預り金 7,283 18,162

解体撤去引当金 62,775 －

資産除去債務 16,200 －

流動負債合計 4,472,568 2,906,595

固定負債   

リース債務 25,765 17,645

長期未払金 21,920 21,920

繰延税金負債 526,544 663,565

退職給付引当金 500,516 665

資産除去債務 39,060 38,790

固定負債合計 1,113,807 742,586

負債合計 5,586,375 3,649,181

純資産の部   

株主資本   

資本金 821,070 821,070

資本剰余金   

資本準備金 734,950 734,950

その他資本剰余金 38,754 45,893

資本剰余金合計 773,704 780,843

利益剰余金   

利益準備金 50,000 50,000

その他利益剰余金   

配当準備積立金 58,000 58,000

別途積立金 1,091,419 1,091,419

繰越利益剰余金 7,704,530 8,364,209

利益剰余金合計 8,903,949 9,563,628

自己株式 △502,943 △497,456

株主資本合計 9,995,780 10,668,085

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,240,694 2,276,262

評価・換算差額等合計 2,240,694 2,276,262

純資産合計 12,236,475 12,944,348

負債純資産合計 17,822,850 16,593,530
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②【損益計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　2023年６月１日
　至　2024年５月31日)

当事業年度
(自　2024年６月１日
　至　2025年５月31日)

売上高 ※１ 11,511,853 ※１ 11,522,767

売上原価   

商品及び製品期首棚卸高 410,193 461,823

当期製品製造原価 8,138,641 8,532,115

当期商品仕入高 107,627 107,883

合計 8,656,462 9,101,822

他勘定振替高 ※２ 105 ※２ 64

商品及び製品期末棚卸高 461,823 439,285

売上原価合計 8,194,533 8,662,472

売上総利益 3,317,319 2,860,295

販売費及び一般管理費   

運搬費 789,217 939,039

保管費 4,972 5,247

役員報酬 102,605 109,865

株式報酬費用 9,862 12,006

従業員給料及び賞与 311,406 325,892

福利厚生費 73,253 78,366

退職給付費用 9,768 11,098

支払手数料 80,313 80,529

賃借料 18,895 22,274

減価償却費 31,159 29,519

その他 203,874 213,868

販売費及び一般管理費合計 ※３ 1,635,328 ※３ 1,827,708

営業利益 1,681,990 1,032,587

営業外収益   

受取利息 42 4,154

受取配当金 81,390 100,943

受取賃貸料 4,156 4,915

その他 12,064 5,351

営業外収益合計 97,654 115,364

営業外費用   

その他 99 68

営業外費用合計 99 68

経常利益 1,779,545 1,147,883

特別利益   

投資有価証券売却益 9,456 5,507

特別利益合計 9,456 5,507

特別損失   

固定資産除却損 ※４ 45,660 ※４ 19,908

減損損失 ※５ 21,386 －

解体撤去引当金繰入額 62,775 －

特別損失合計 129,821 19,908

税引前当期純利益 1,659,180 1,133,481

法人税、住民税及び事業税 537,109 254,654

法人税等調整額 △35,111 80,128

法人税等合計 501,997 334,783

当期純利益 1,157,182 798,698
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

(自　2023年６月１日
　至　2024年５月31日)

当事業年度
(自　2024年６月１日
　至　2025年５月31日)

区分 注記番号 金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％)

Ⅰ材料費   4,372,982 53.7  4,723,520 55.4

Ⅱ労務費   852,563 10.5  905,381 10.6

Ⅲ経費 ※  2,909,623 35.8  2,901,694 34.0

当期総製造費用   8,135,168 100.0  8,530,596 100.0

期首仕掛品棚卸高   18,084   14,611  

合計   8,153,253   8,545,207  

期末仕掛品棚卸高   14,611   13,092  

当期製品製造原価   8,138,641   8,532,115  

原価計算の方法

　原価計算の方法は、板紙関連品については組別総合原価計算、美粧段ボール関連品については個別原価計算を

採用しております。

(注)※主な内訳は次のとおりであります。

項目
前事業年度

(自 2023年６月１日
　至 2024年５月31日)

当事業年度
(自 2024年６月１日
　至 2025年５月31日)

電力料(千円) 523,085 537,376

燃料費(千円) 909,271 959,654

減価償却費(千円) 280,622 249,908

修繕費(千円) 562,743 470,333
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　2023年６月１日　至　2024年５月31日)
        (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 
配当準備積
立金

別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 821,070 734,950 34,901 769,852 50,000 58,000 1,091,419 6,630,576 7,829,995

当期変動額          

剰余金の配当        △83,228 △83,228

当期純利益        1,157,182 1,157,182

自己株式の取得          

自己株式の処分   3,852 3,852      

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

         

当期変動額合計 － － 3,852 3,852 － － － 1,073,953 1,073,953

当期末残高 821,070 734,950 38,754 773,704 50,000 58,000 1,091,419 7,704,530 8,903,949

 

      

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他有価証券評
価差額金

評価・換算差額等
合計

当期首残高 △509,162 8,911,755 1,622,720 1,622,720 10,534,475

当期変動額      

剰余金の配当  △83,228   △83,228

当期純利益  1,157,182   1,157,182

自己株式の取得 △76 △76   △76

自己株式の処分 6,295 10,147   10,147

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

  617,974 617,974 617,974

当期変動額合計 6,218 1,084,025 617,974 617,974 1,701,999

当期末残高 △502,943 9,995,780 2,240,694 2,240,694 12,236,475
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当事業年度(自　2024年６月１日　至　2025年５月31日)
        (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 
配当準備積
立金

別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 821,070 734,950 38,754 773,704 50,000 58,000 1,091,419 7,704,530 8,903,949

当期変動額          

剰余金の配当        △139,019 △139,019

当期純利益        798,698 798,698

自己株式の取得          

自己株式の処分   7,138 7,138      

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

         

当期変動額合計 － － 7,138 7,138 － － － 659,679 659,679

当期末残高 821,070 734,950 45,893 780,843 50,000 58,000 1,091,419 8,364,209 9,563,628

 

      

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他有価証券評
価差額金

評価・換算差額等
合計

当期首残高 △502,943 9,995,780 2,240,694 2,240,694 12,236,475

当期変動額      

剰余金の配当  △139,019   △139,019

当期純利益  798,698   798,698

自己株式の取得  －   －

自己株式の処分 5,487 12,625   12,625

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

  35,568 35,568 35,568

当期変動額合計 5,487 672,304 35,568 35,568 707,872

当期末残高 △497,456 10,668,085 2,276,262 2,276,262 12,944,348
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　2023年６月１日
　至　2024年５月31日)

当事業年度
(自　2024年６月１日
　至　2025年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 1,659,180 1,133,481

減価償却費 312,990 279,428

減損損失 21,386 －

投資有価証券売却損益（△は益） △9,456 △5,507

貸倒引当金の増減額（△は減少） － 24

解体撤去引当金の増減額（△は減少） 62,775 △62,775

退職給付引当金の増減額（△は減少） 32,516 △499,850

受取利息及び受取配当金 △81,433 △105,097

売上債権の増減額（△は増加） △93,264 △431,810

棚卸資産の増減額（△は増加） △82,917 10,818

仕入債務の増減額（△は減少） 222,900 △1,051,104

その他 179,824 △206,584

小計 2,224,501 △938,977

法人税等の支払額 △300,417 △630,315

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,924,084 △1,569,292

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △265,735 △446,459

有形固定資産の除却による支出 △6,480 △44,194

投資有価証券の取得による支出 △7,077 －

投資有価証券の売却による収入 13,305 6,727

資産除去債務の履行による支出 － △16,173

利息及び配当金の受取額 81,433 104,669

その他 △947 308

投資活動によるキャッシュ・フロー △185,502 △395,120

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △82,979 △138,988

リース債務の返済による支出 △24,306 △25,920

自己株式の取得による支出 △76 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △107,362 △164,909

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,631,219 △2,129,322

現金及び現金同等物の期首残高 4,964,110 6,595,329

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 6,595,329 ※ 4,466,006
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)を採用してお

ります。

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

(１)原材料及び貯蔵品

移動平均法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)を採用しております。

(２)商品及び製品、仕掛品

板紙関連品

移動平均法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)を採用しております。

美粧段ボール関連品

個別法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)を採用しております。

３．固定資産の減価償却の方法

(１)有形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　12～38年

機械及び装置　５～15年

(２)無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間(５年)に基づいております。

(３)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存簿価を零とする定額法を採用しております。

４．引当金の計上基準

(１)貸倒引当金

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(２)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(３)解体撤去引当金

将来発生が見込まれる固定資産の撤去費用に備えるため、損失発生見込額を計上しております。

５．収益及び費用の計上基準

当社は、主に板紙事業として段ボール製造用原紙の製造販売及び美粧段ボール事業として青果物等の包

装箱や贈答箱の製造販売を行っております。

当該事業においては、契約で合意された仕様の商品又は製品を顧客に提供する履行義務を識別しており

ます。原則として当該商品又は製品を顧客に引渡した時点でその支配が顧客に移転し履行義務が充足さ

れると判断していることから、当該商品又は製品の引渡時点で収益を認識しております。なお、「収益

認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品又は製品の国内の販

売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である

場合には、出荷時に収益を認識しております。また、取引から一定の期間後に確定する販売促進控除の

額に係る未確定部分については、変動対価に関する定めに従って、支払いが見込まれる販売促進控除の

見積額を売上高から控除しております。なお、当社の取引に関する支払条件は通常、短期のうちに支払

期日が到来し、契約に重要な金融要素は含まれておりません。

６．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期的な投資からなっております。
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(重要な会計上の見積り)

(１)固定資産の減損損失の認識の要否

①当事業年度の財務諸表に計上した金額
（単位：千円）

 
前事業年度

(2024年５月31日)
当事業年度

(2025年５月31日)

美粧段ボール事業の
固定資産の帳簿価額

550,592 563,035

　当社は事業セグメントの美粧段ボール事業として、電化製品、青果物、飲料、食品等の包装箱や

贈答箱の製造販売を行っております。美粧段ボール事業は、営業活動から生ずる損益が継続してマ

イナスとなり、減損の兆候が認められたことから、減損損失を認識するかどうかの判定を行ってお

ります。減損損失の認識の判定において、経営計画等に基づく割引前将来キャッシュ・フローの総

額が当該資産グループの帳簿価額を上回っていることから、当該資産グループの減損損失の認識は

不要と判断しております。前事業年度において、移転及び建物解体撤去の意思決定を行った大阪加

工営業所については、減損損失を21,386千円計上しております。なお、当事業年度の減損損失はあ

りません。

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社は資産のグルーピングとして、事業用資産については継続的に収支の把握を行っている管理

会計上の区分に基づき、また遊休資産については個別物件単位で行っております。

　固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループについて、当該資産又は資産グループか

ら得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可

能価額（正味売却価額又は使用価値のいずれか高い価額）まで減額し、当該減少額を減損損失とし

て計上しております。

　割引前将来キャッシュ・フローは、取締役会で決議された中期経営計画に基づき見積もった将来

キャッシュ・フロー及び外部専門家から入手した不動産鑑定評価結果等に基づく正味売却価額に

よっております。中期経営計画は当事業年度の業績を踏まえた上で、主要な仮定として当事業年度

末以降における売上高成長率を含んでおります。

　当該将来キャッシュ・フローの見積りは、不確実性を伴い、予測不能な経済環境等の変化によ

り、資産又は資産グループの評価の前提条件に不利な影響が発生した場合は、減損損失が発生する

可能性があります。
 

(２)収益の変動対価

①当事業年度の財務諸表に計上した金額
（単位：千円）

 
前事業年度

(2024年５月31日)
当事業年度

(2025年５月31日)

未払費用 491,086 369,284

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社は、販売促進のために取引から一定の期間後に確定する販売促進控除の額に係る未確定部分

を見積額として売上高から控除しております。この見積額は、確定した販売数量に対する販売促進

控除の額といった主要な仮定を含んでおります。販売促進控除の額は商習慣に基づいた期間に確定

した実績を基礎として、その他の既知の要素に基づいて見積っております。

　見積額と翌期における実際販売促進控除の額に乖離が生じた場合には、翌事業年度の損益に影響

を与える可能性があります。
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(未適用の会計基準等)

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日　企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日　企業会計

基準委員会）等

(１）概要

　企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環とし

て、借手の全てのリースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向け

て、国際的な会計基準を踏まえた検討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計

処理モデルを基礎とするものの、IFRS第16号の全ての定めを採り入れるのではなく、主要な定め

のみを採り入れることにより、簡素で利便性が高く、かつ、IFRS第16号の定めを個別財務諸表に

用いても、基本的に修正が不要となることを目指したリース会計基準等が公表されました。

　借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、

リースがファイナン・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全ての

リースについて使用権資産に係る減価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の

会計処理モデルが適用されます。

(２）適用予定日

　2028年５月期の期首から適用します。

(３）当該会計基準等の適用による影響

　「リースに関する会計基準」等の適用による財務諸表に与える影響額については、現時点で評

価中であります。

 

(貸借対照表関係)

※１　期末日満期手形等

期末日満期手形等の会計処理については、手形交換日又は決済日をもって決済処理しております。な

お、当事業年度の末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形等が期末日残高に含まれて

おります。

 
前事業年度

(2024年５月31日)
当事業年度

(2025年５月31日)

受取手形 －千円 100,782千円

電子記録債権 － 161,252

電子記録債務 － 219,889

 

※２　圧縮記帳額

国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額及びその内訳は、次のとお

りであります。

 
前事業年度

(2024年５月31日)
当事業年度

(2025年５月31日)

機械及び装置 252,253千円 252,253千円
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(損益計算書関係)

※１　顧客との契約から生じる収益

　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりませ

ん。顧客との契約から生じる収益の金額は、財務諸表「注記事項（収益認識関係）(１)顧客との契約

から生じる収益を分解した情報」に記載しております。

 

※２　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度

(自　2023年６月１日
　至　2024年５月31日)

当事業年度
(自　2024年６月１日
　至　2025年５月31日)

製造費用への振替高 105千円 64千円

 

※３　一般管理費に含まれる研究開発費は次のとおりであります。

 
前事業年度

(自　2023年６月１日
　至　2024年５月31日)

当事業年度
(自　2024年６月１日
　至　2025年５月31日)

研究開発費 23,971千円 28,369千円

 

※４　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度

(自　2023年６月１日
　至　2024年５月31日)

当事業年度
(自　2024年６月１日
　至　2025年５月31日)

建物 －千円 1,006千円

機械及び装置 － 1,404

工具、器具及び備品 － 0

撤去費用 45,660 17,498

計 45,660 19,908

 
※５　減損損失

前事業年度(自　2023年６月１日　至　2024年５月31日)
　当社は下記の資産について減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 金額（千円）

大阪加工営業所
（大阪市淀川区）

事業用資産 建物等 21,386

　当該資産については、美粧段ボール事業の大阪加工営業所の事務所として使用しておりましたが、

当事業年度において、大阪加工営業所は移転及び建物解体撤去についての意思決定に伴い、当該資産

について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失として計上しております。回収可能価額は正

味売却価額により測定しておりますが、解体撤去が見込まれているため、帳簿価額を備忘価額まで減

額しております。また、建物解体撤去費用について解体撤去引当金繰入額を計上しております。
 
当事業年度(自　2024年６月１日　至　2025年５月31日)
　該当事項はありません。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　2023年６月１日　至　2024年５月31日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数(千株)

当事業年度増加
株式数(千株)

当事業年度減少
株式数(千株)

当事業年度末
株式数(千株)

発行済株式     

普通株式 5,500 － － 5,500

自己株式     

普通株式　(注) 881 0 10 870

(注)１．普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少10千株は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分に

よるものであります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(１)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2023年８月25日
定時株主総会

普通株式 41,565 9 2023年５月31日 2023年８月28日

2024年１月11日
取締役会

普通株式 41,663 9 2023年11月30日 2024年２月２日

(２)基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議
株式の
種類

配当金の
総額(千円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2024年８月27日
定時株主総会

普通
株式

69,438 利益剰余金 15 2024年５月31日 2024年８月28日

 
当事業年度(自　2024年６月１日　至　2025年５月31日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数(千株)

当事業年度増加
株式数(千株)

当事業年度減少
株式数(千株)

当事業年度末
株式数(千株)

発行済株式     

普通株式 5,500 － － 5,500

自己株式     

普通株式　(注) 870 － 9 861

(注)１．普通株式の自己株式の株式数の減少９千株は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分に

よるものであります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(１)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2024年８月27日
定時株主総会

普通株式 69,438 15 2024年５月31日 2024年８月28日

2025年１月10日
取締役会

普通株式 69,581 15 2024年11月30日 2025年２月４日

(２)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

2025年８月27日開催の定時株主総会の議案として、次のとおり付議する予定です。

決議
株式の
種類

配当金の
総額(千円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2025年８月27日
定時株主総会

普通
株式

115,968 利益剰余金 25 2025年５月31日 2025年８月28日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

(自　2023年６月１日
　至　2024年５月31日)

当事業年度
(自　2024年６月１日
　至　2025年５月31日)

現金及び預金勘定 6,595,329千円 2,866,006千円

有価証券勘定 － 1,600,000

現金及び現金同等物 6,595,329 4,466,006
 

(リース取引関係)

(借主側)

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

有形固定資産

主として車両運搬具であります。

②リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(１)金融商品に対する取組方針

　当社は、資金運用については短期的な預金及び安全性の高い金融資産等に限定し、投機的な取引

は行わない方針であります。また、資金調達については銀行借入金による方針であります。

(２)金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

有価証券は合同運用指定金銭信託であり、短期的な資金運用として保有する安全性の高い金融商品

であり、信用リスクは僅少であります。また、投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有

する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である電子記録債務及び買掛金は、すべてが１年以内の支払期日であります。

(３)金融商品に係るリスク管理体制

　営業債権については、与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うととも

に、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制としております。

　また、有価証券及び投資有価証券については、定期的に保有状況や株式時価を把握し、四半期毎

に取締役会に報告しております。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格のな

い株式等は、以下の表には含めておりません。

また、現金及び預金、受取手形、電子記録債権、売掛金、支払手形、電子記録債務、買掛金は、短期間

で決済されるものであるため時価が帳簿価額に近似することから、記載を省略しております。また、有

価証券は合同運用指定金銭信託であり、すべて短期であるため、時価は帳簿価額に近似するものである

ことから、記載を省略しております。

前事業年度(2024年５月31日)

 貸借対照表計上額(千円) 時価(千円) 差額(千円)

投資有価証券 3,563,633 3,563,633 －

資産計 3,563,633 3,563,633 －

 

当事業年度(2025年５月31日)

 貸借対照表計上額(千円) 時価(千円) 差額(千円)

投資有価証券 3,654,873 3,654,873 －

資産計 3,654,873 3,654,873 －

 

※市場価格のない株式等

区分 前事業年度（千円) 当事業年度（千円)

非上場株式 1,260 1,260

　非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指

針第19号 2020年３月31日）第５項に基づき、時価開示の対象としておりません。
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（注）金銭債権の決算日後の償還予定額

前事業年度(2024年５月31日)

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 6,595,329 － － －

受取手形 578,711 － － －

電子記録債権 1,593,800 － － －

売掛金 2,081,953 － － －

有価証券 － － － －

合計 10,849,795 － － －
 

当事業年度(2025年５月31日)

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 2,866,006 － － －

受取手形 462,013 － － －

電子記録債権 1,918,923 － － －

売掛金 2,305,338 － － －

有価証券 1,600,000 － － －

合計 9,152,282 － － －

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価は、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの
レベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定し

た時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
 
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ
れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しておりま
す。

 

(1）時価で貸借対照表に計上している金融商品

前事業年度（2024年５月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 3,563,633 － － 3,563,633

合計 3,563,633 － － 3,563,633

 

当事業年度（2025年５月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 3,654,873 － － 3,654,873

合計 3,654,873 － － 3,654,873

 

（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、そ

の時価をレベル１の時価に分類しております。
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(有価証券関係)

１．その他有価証券

前事業年度(2024年５月31日)

 種類 貸借対照表計上額(千円) 取得原価(千円) 差額(千円)

貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの

株式 3,563,633 379,162 3,184,470

小計 3,563,633 379,162 3,184,470

貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

株式 － － －

小計 － － －

合計 3,563,633 379,162 3,184,470
(注)非上場株式（貸借対照表計上額1,260千円）については、市場価格のない株式等であることから、上
表の「その他有価証券」には含めておりません。

 
当事業年度(2025年５月31日)

 種類 貸借対照表計上額(千円) 取得原価(千円) 差額(千円)

貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの

株式 3,582,702 304,696 3,278,005

小計 3,582,702 304,696 3,278,005

貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

株式 72,170 73,245 △1,075

小計 72,170 73,245 △1,075

合計 3,654,873 377,942 3,276,930
(注)１　合同運用指定金銭信託（貸借対照表計上額1,600,000千円）については、預金と同様の性格を有

するものであり、取得価額をもって貸借対照表価額としていることから、上表の「その他有価証
券」には含めておりません。

(注)２　非上場株式（貸借対照表計上額1,260千円）については、市場価格のない株式等であることか
ら、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

２．売却したその他有価証券

前事業年度（自　2023年６月１日　至　2024年５月31日）

種類
売却額
（千円）

売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

株式 13,305 9,456 －

合計 13,305 9,456 －

 

当事業年度（自　2024年６月１日　至　2025年５月31日）

種類
売却額
（千円）

売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

株式 6,727 5,507 －

合計 6,727 5,507 －
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(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、従業員の退職給付に充てるため、退職金規程に基づく退職一時金制度を採用しております。

非積立型の確定給付制度を採用しておりましたが、2025年５月より退職給付信託を設定することにより

積立型の確定給付制度に移行しております。

　なお、当社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算してお

ります。

２．確定給付制度

(１)簡便法を適用した制度の退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 

前事業年度

(自　2023年６月１日

　至　2024年５月31日)

当事業年度

(自　2024年６月１日

　至　2025年５月31日)

退職給付債務の期首残高 468,000千円 500,516千円

退職給付費用 36,725 37,870 

退職給付の支払額 △4,209 △38,663 

退職給付債務の期末残高 500,516 499,723 
 

(２)年金資産の期首残高と期末残高の調整表

 

前事業年度

(自　2023年６月１日

　至　2024年５月31日)

当事業年度

(自　2024年６月１日

　至　2025年５月31日)

年金資産の期首残高 －千円 －千円

運用収益 － 58 

退職給付信託設定額 － 499,000 

年金資産の期末残高 － 499,058 

(３)退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

 
前事業年度

(2024年５月31日)

当事業年度

(2025年５月31日)

積立型制度の退職給付債務 － 499,723千円

年金資産 － △499,058 

非積立型制度の退職給付債務 500,516 － 

貸借対照表に計上された負債と資産

の純額
500,516 665 

     

退職給付引当金 500,516 665 

貸借対照表に計上された負債と資産

の純額
500,516 665 

 

(４)退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 前事業年度 36,725千円 当事業年度 37,870千円
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(2024年５月31日)
 

当事業年度
(2025年５月31日)

繰延税金資産    

退職給付引当金 152,457千円 156,695千円

未払費用 203,490  165,476

未払事業税 20,835  1,808

その他 99,413  77,499

繰延税金資産小計 476,196  401,479

評価性引当額 △58,965  △64,376

繰延税金資産合計 417,230  337,102

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 943,775  1,000,667

繰延税金負債合計 943,775  1,000,667

繰延税金負債の純額 526,544  663,565

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

(2024年５月31日)
 

当事業年度
(2025年５月31日)

法定実効税率 30.46％  30.46％

(調整)    

評価性引当額 0.84  0.31

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.26  0.31

住民税均等割 0.23  0.34

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.30  △0.54

税率変更による期末繰延税金資産の増額修正 －  △0.59

その他 △1.23  △0.75

税効果会計適用後の法人税等の負担率 30.26  29.54

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立し、

2026年４月１日以後開始する事業年度より「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。こ

れに伴い、2026年６月１日以後開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資

産 及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.46％から31.36％に変更し計算しております。こ

の変更により、当事業年度の繰延税金負債（繰延税金資産の金額を控除した金額）が23百万円増加し、

法人税等調整額が４百万円減少、その他有価証券評価差額金が28百万円減少しております。

 

(持分法損益等)

該当事項はありません。

(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

①当該資産除去債務の概要

建物等の撤去時に発生するアスベスト除去費用であります。

②当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を各建物の耐用年数に応じて見積り、割引率は既に使用見込期間を経過していることか

ら、割引計算を行っておりません。

③当該資産除去債務の総額の増減

 
前事業年度

(自　2023年６月１日
　至　2024年５月31日)

当事業年度
(自　2024年６月１日
　至　2025年５月31日)

期首残高 －千円 55,260千円

見積りの変更による増加額 55,260 －

時の経過による調整額 － －

資産除去債務の履行による減少額 － △16,470

期末残高 55,260 38,790

 

(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の総額に重要性がないため省略しております。
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(収益認識関係)
前事業年度(自　2023年６月１日　至　2024年５月31日)
(１)顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

 
報告セグメント

合計
板紙事業

美粧段
ボール事業

計

一時点で移転される財
一定の期間にわたり移転される財

10,240,958
－

1,270,895
－

11,511,853
－

11,511,853
－

顧客との契約から生じる収益 10,240,958 1,270,895 11,511,853 11,511,853

その他の収益 － － － －

外部顧客への売上高 10,240,958 1,270,895 11,511,853 11,511,853

(２)顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針５．収益及び費

用の計上基準」に記載のとおりであります。

(３)当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

 金額（千円）

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 4,161,201

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 4,254,466

 

当事業年度(自　2024年６月１日　至　2025年５月31日)
(１)顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

 
報告セグメント

合計
板紙事業

美粧段
ボール事業

計

一時点で移転される財
一定の期間にわたり移転される財

10,188,696
－

1,334,070
－

11,522,767
－

11,522,767
－

顧客との契約から生じる収益 10,188,696 1,334,070 11,522,767 11,522,767

その他の収益 － － － －

外部顧客への売上高 10,188,696 1,334,070 11,522,767 11,522,767

(２)顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針５．収益及び費

用の計上基準」に記載のとおりであります。

(３)当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

 金額（千円）

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 4,254,466

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 4,686,276

 

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。

　当社は、主に中芯原紙・紙管原紙を主体とした板紙と美粧段ボールの製造、販売を主たる事業とし

ており、それぞれ取り扱う製品について包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しているため、報告

セグメントを「板紙事業」及び「美粧段ボール事業」の２つとしております。

　「板紙事業」は、段ボール製造用原紙の一品種である中芯原紙及び紙、布、セロファン、テープ、

糸などの巻しんに使用される紙管原紙の製造販売を、「美粧段ボール事業」は、青果物、食品、家電

製品等の包装箱や贈答箱の製造販売を行っております。
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２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一であり

ます。

　報告セグメントの利益は、営業利益に基づいた数値であります。セグメント間の内部収益及び振替

高は市場実勢価格に基づいております。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前事業年度(自　2023年６月１日　至　2024年５月31日)

     (単位：千円)

 報告セグメント
合計

調整額　
(注)１

財務諸表計
上額(注)２ 板紙事業

美粧段
ボール事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 10,240,958 1,270,895 11,511,853 11,511,853 － 11,511,853

セグメント間の内部
売上高又は振替高

190,053 27,136 217,189 217,189 △217,189 －

計 10,431,011 1,298,031 11,729,043 11,729,043 △217,189 11,511,853

セグメント利益又は
損失(△)

1,685,732 △3,741 1,681,990 1,681,990 － 1,681,990

セグメント資産 6,577,590 1,174,721 7,752,311 7,752,311 10,070,539 17,822,850

その他の項目       

減価償却費 255,682 56,098 311,781 311,781 － 311,781

減損損失 － 21,386 21,386 21,386 － 21,386

有形固定資産及び無
形固定資産の増加額

336,634 794 337,428 337,428 33,348 370,777

(注)１．調整額は、以下のとおりであります。

(１)セグメント資産の調整額10,070,539千円は、各報告セグメントに配分していない現金及

び預金、投資有価証券等であります。

(２)セグメントに対する固定資産の配分基準と関連する減価償却費の配分基準が異なってお

ります。

(３)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額33,348千円は、各報告セグメントに配

分していない全社資産の設備投資額であります。

２．セグメント利益又は損失は損益計算書の営業利益と調整を行っております。
 

当事業年度(自　2024年６月１日　至　2025年５月31日)

     (単位：千円)

 報告セグメント
合計

調整額　
(注)１

財務諸表計
上額(注)２ 板紙事業

美粧段
ボール事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 10,188,696 1,334,070 11,522,767 11,522,767 － 11,522,767

セグメント間の内部
売上高又は振替高

187,154 28,470 215,625 215,625 △215,625 －

計 10,375,850 1,362,541 11,738,392 11,738,392 △215,625 11,522,767

セグメント利益又は
損失(△)

1,077,470 △44,882 1,032,587 1,032,587 － 1,032,587

セグメント資産 7,290,023 1,154,646 8,444,669 8,444,669 8,148,860 16,593,530

その他の項目       

減価償却費 223,010 56,417 279,428 279,428 － 279,428

減損損失 － － － － － －
有形固定資産及び無
形固定資産の増加額

625,526 14,589 640,115 640,115 10,303 650,418

(注)１．調整額は、以下のとおりであります。

(１)セグメント資産の調整額8,148,860千円は、各報告セグメントに配分していない現金及

び預金、有価証券、投資有価証券等であります。

(２)セグメントに対する固定資産の配分基準と関連する減価償却費の配分基準が異なってお

ります。

(３)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額10,303千円は、各報告セグメントに配

分していない全社資産の設備投資額であります。

２．セグメント利益又は損失は損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前事業年度(自　2023年６月１日　至　2024年５月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

報告セグメントと同一区分のため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(１)売上高

　本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

(２)有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高が損益計算書の売上高の10％に満たないため、主

要な顧客ごとの情報の記載を省略しております。

 

当事業年度(自　2024年６月１日　至　2025年５月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

報告セグメントと同一区分のため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(１)売上高

　本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

(２)有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高が損益計算書の売上高の10％に満たないため、主

要な顧客ごとの情報の記載を省略しております。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度（自　2023年６月１日　至　2024年５月31日）

    （単位：千円）

 報告セグメント
合計

 板紙事業 美粧段ボール事業 計

減損損失 － 21,386 21,386 21,386

 

当事業年度（自　2024年６月１日　至　2025年５月31日）

該当事項はありません。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

関連当事者との取引

財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア)財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社

等

前事業年度(自　2023年６月１日　至　2024年５月31日)

種類
会社等の名

称又は氏名
所在地

資本金又は

出資金

(千円)

事業の内容

又は職業

議決権等

の被所有

割合(％)

関連当事者

との関係

取引の

内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)

その他

の関係

会社の

子会社

森紙販売㈱
京都市

南区
310,000

紙製品卸売

業及び紙器

製造業

直接　

0.0

当社製品の

販売

板紙の

販売
979,252

電子記録

債権

売掛金

363,250

 

75,396

その他

の関係

会社の

子会社

佐賀板紙㈱
佐賀県

小城市
40,000

紙加工品

製造業
なし

当社製品の

販売

板紙の

販売
378,678 売掛金 150,448

その他

の関係

会社の

子会社

王子コン

テナー㈱

東京都

中央区
10,000,000

段ボールシ

ート・ケー

ス及び包装

資材製造業

なし
当社製品の

販売

板紙及

び美粧

段ボー

ルの販

売

582,729 売掛金 256,086

 
当事業年度(自　2024年６月１日　至　2025年５月31日)

種類
会社等の名

称又は氏名
所在地

資本金又は

出資金

(千円)

事業の内容

又は職業

議決権等

の被所有

割合(％)

関連当事者

との関係

取引の

内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)

その他

の関係

会社の

子会社

森紙販売㈱
京都市

南区
310,000

紙製品卸売

業及び紙器

製造業

直接　

0.0

当社製品の

販売

板紙の

販売
1,003,642

電子記録

債権

売掛金

377,731

 

77,285

その他

の関係

会社の

子会社

佐賀板紙㈱
佐賀県

小城市
40,000

紙加工品

製造業
なし

当社製品の

販売

板紙の

販売
412,571 売掛金 197,227

その他

の関係

会社の

子会社

王子コン

テナー㈱

東京都

中央区
10,000,000

段ボールシ

ート・ケー

ス及び包装

資材製造業

なし
当社製品の

販売

板紙及

び美粧

段ボー

ルの販

売

568,048 売掛金 307,691

 

(イ)財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

前事業年度(自　2023年６月１日　至　2024年５月31日)

種類
会社等の名

称又は氏名

所在

地

資本金又は

出資金(千円)

事業の内容

又は職業

議決権等の被

所有割合(％)

関連当事者

との関係

取引の

内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)

役員 岡﨑　彬 － －

岡山ガス㈱

代表取締役

会長

直接　0.6

当社の仕入

先である岡

山ガス株式

会社の代表

取締役会長

産業用ガ

ス購入取

引等

1,308,929 未払金 118,114

 
当事業年度(自　2024年６月１日　至　2025年５月31日)

種類
会社等の名

称又は氏名

所在

地

資本金又は

出資金(千円)

事業の内容

又は職業

議決権等の被

所有割合(％)

関連当事者

との関係

取引の

内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)

役員 岡﨑　達也 － －

岡山ガス㈱

代表取締役

社長

直接　1.1

当社の仕入

先である岡

山ガス株式

会社の代表

取締役社長

産業用ガ

ス購入取

引等

1,381,757 未払金 115,467

(注)取引条件及び取引条件の決定方針等

(１)上記各社への当社製品の販売については、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格

交渉の上で決定しております。

(２)産業用ガス購入取引等については、「ガス需給に関する基本契約書」及び「ガス需給契約書」

を締結して市場価格で購入しております。
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(１株当たり情報)

 
前事業年度

(自　2023年６月１日
　至　2024年５月31日)

当事業年度
(自　2024年６月１日
　至　2025年５月31日)

１株当たり純資産額 2,643.30円 2,790.49円

１株当たり当期純利益 250.19円 172.31円

(注)１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　2023年６月１日
　至　2024年５月31日)

当事業年度
(自　2024年６月１日
　至　2025年５月31日)

当期純利益(千円) 1,157,182 798,698

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る当期純利益(千円) 1,157,182 798,698

普通株式の期中平均株式数(株) 4,625,087 4,635,080
 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高

(千円)

当期増加額

(千円)

当期減少額

(千円)

当期末残高

(千円)

当期末減価償

却累計額又は

償却累計額

(千円)

当期償却額

(千円)

差引当期末

残高(千円)

有形固定資産        
建物 2,354,585 150,627 10,787 2,494,425 1,846,066 49,936 648,359

構築物 504,779 15,760 － 520,539 385,180 11,571 135,358

機械及び装置 11,360,308 416,225 55,743 11,720,790 10,164,360 185,230 1,556,429

車両運搬具 13,234 － － 13,234 13,234 114 0

工具、器具及び備品 168,901 50,177 11,467 207,612 128,964 12,251 78,647

土地 261,433 － － 261,433 － － 261,433

リース資産 93,823 14,668 21,294 87,198 52,388 23,714 34,809

建設仮勘定 76,487 701,540 713,372 64,655 － － 64,655

有形固定資産計 14,833,553 1,348,998 812,664 15,369,887 12,590,194 282,818 2,779,692

無形固定資産        

ソフトウエア － － － 6,730 3,199 803 3,530

電話加入権 － － － 1,269 － － 1,269

商標権 － － － 294 294 4 －
無形固定資産計 － － － 8,293 3,493 808 4,799

長期前払費用 － － － － － － －

(注)１．当期増加額のうち、主なものは次のとおりであります。

建物 更衣室新設 82,445千円

機械及び装置 Ｎ３号抄紙機　１群ドライヤーフードウエットエンド更新工事 47,640千円

機械及び装置 Ｎ３号抄紙機　Ｎｏ.１給気排気設備更新工事 169,100千円

機械及び装置 ボイラー　蒸気タービン発電機更新工事 99,685千円
工具、器具及び
備品

Ｎ３号抄紙機　バーコードシステム 42,345千円

２．建設仮勘定の当期増加額は、各資産の取得に伴う増加額であり、当期減少額は、各資産科目への

振替額です。

３．無形固定資産及び長期前払費用の金額が資産の総額の１％以下であるため「当期首残高」、「当

期増加額」及び「当期減少額」の記載を省略しております。

４．長期前払費用は、保険料の期間配分に係るものであり、減価償却と性格が異なるため、償却累計

額及び当期償却額の算定には含めておりません。

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

　借入金等としてはリース債務がありますが、その当事業年度期首及び当事業年度末における金額は当事業

年度期首及び当事業年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため財務諸表等規則第

125条の規定により記載を省略しております。

【引当金明細表】

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 2,000 2,024 － 2,000 2,024

解体撤去引当金 62,775 － 62,775 － －

（注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。

【資産除去債務明細表】

　本明細表に記載すべき事項が財務諸表等規則第８条の28に規定する注記事項として記載されているため、

記載を省略しております。
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(２)【主な資産及び負債の内容】

①資産の部
イ．現金及び預金

区分 金額(千円)

現金 270

預金  

当座預金 1,446,093

普通預金 1,418,376

別段預金 1,265

小計 2,865,736

合計 2,866,006
 
ロ．受取手形
相手先別内訳

相手先 金額(千円)

四国段ボール株式会社 442,861

株式会社箱福紙器 4,983

株式会社丸善 4,593

株式会社ホンダ 4,333

古市紙器興業有限会社 3,600

その他 1,641

合計 462,013

期日別内訳

期日別 金額(千円)

2025年６月 172,614

７月 94,081

８月 95,758

９月 99,334

10月以降 224

合計 462,013

（注）2025年６月期日の金額には、期末日満期手形等100,782千円が含まれております。
 
ハ．電子記録債権
相手先別内訳

相手先 金額(千円)

森紙販売株式会社 377,731

大善株式会社 251,845

三協紙業株式会社 198,879

新生紙パルプ商事株式会社 141,441

昭和プロダクツ株式会社 139,617

その他 809,408

合計 1,918,923

期日別内訳

期日別 金額(千円)

2025年６月 697,200

７月 431,574

８月 432,265

９月 349,839

10月以降 8,045

合計 1,918,923

（注）2025年６月期日の金額には、期末日満期手形等161,252千円が含まれております。
 
ニ．売掛金
相手先別内訳

相手先 金額(千円)

王子コンテナー株式会社 307,691

大王パッケージ株式会社 270,153

佐賀板紙株式会社 197,227

関西パック株式会社 150,080

ダイヤトレーディング株式会社 133,590

その他 1,246,595

合計 2,305,338
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売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高(千円)当期発生高(千円)当期回収高(千円)当期末残高(千円) 回収率(％) 滞留期間(日)

(A) (B) (C) (D)
(C)

────
(A)＋(B)

×100

(A)＋(D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

2,081,953 13,490,829 13,267,444 2,305,338 85.20 59.35

 

ホ．有価証券

区分 金額(千円)

その他  

　合同運用指定金銭信託 1,600,000

合計 1,600,000
 
ヘ．商品及び製品

品目 金額(千円)

商品  

美粧段ボール 3,222

小計 3,222

製品  

板紙 346,786

美粧段ボール 89,276

小計 436,063

合計 439,285
 

ト．仕掛品

品目 金額(千円)

板紙 1,580

美粧段ボール 11,512

合計 13,092
 
チ．原材料及び貯蔵品

品目 金額(千円)

原材料  

古紙 148,841

購入原紙 53,837

小計 202,679

貯蔵品  

消耗工具 28,229

重油 2,502

薬品 11,577

荷造材料 5,161

その他 212,169

小計 259,640

合計 462,319
 
リ．投資有価証券

銘柄 金額(千円)

塩野義製薬株式会社 1,561,828

株式会社ちゅうぎんフィナンシャルグループ 805,337

コクヨ株式会社 664,115

丸紅株式会社 258,571

宝ホールディングス株式会社 77,927

その他10銘柄 288,353

合計 3,656,133
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②負債の部
イ．電子記録債務

相手先 金額(千円)

林六株式会社 196,219

株式会社明電エンジニアリング 108,350

国際紙パルプ商事株式会社 81,438

株式会社荒木組 59,996

森紙販売株式会社 56,800

その他 542,006

合計 1,044,811

期日別内訳

期日別 金額(千円)

2025年６月 380,401

７月 215,984

８月 294,666

９月 153,759

10月以降 －

合計 1,044,811

（注）2025年６月期日の金額には、期末日満期手形等219,889千円が含まれております。
 
ロ．買掛金

相手先 金額(千円)

明和製紙原料株式会社 84,102

株式会社田中商会 67,173

マツダ株式会社 44,135

林六株式会社 34,437

国際紙パルプ商事株式会社 22,979

その他 215,691

合計 468,520
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(３)【その他】

当事業年度における半期情報等

 中間会計期間 当事業年度

売上高(千円) 5,966,916 11,522,767

税引前中間(当期)純利益(千円) 690,720 1,133,481

中間(当期)純利益(千円) 483,718 798,698

１株当たり中間(当期)純利益(円) 104.43 172.31
 
 
 

EDINET提出書類

株式会社岡山製紙(E00687)

有価証券報告書

67/74



第６【提出会社の株式事務の概要】
事業年度 ６月１日から５月31日まで

定時株主総会 ８月中

基準日 ５月31日

剰余金の配当の基準日
11月30日
５月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・
買増し

 

取扱場所
(特別口座)
大阪市中央区北浜四丁目５番33号　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社

取次所 －

買取手数料 －

公告掲載方法
当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、電子公告を行うことができない事故そ
の他のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して公告する。
公告掲載ＵＲＬ　ｈｔｔｐｓ：//ｏｋａｙａｍａｓｅｉｓｈｉ．ｃｏ．ｊｐ／

株主に対する特典

毎年５月31日現在の株主名簿に記載された株主の方の所有株式数に応じて、以下のとお
りQUOカード（クオカード）を贈呈いたします。
所有株式数　 100株以上 500株未満　QUOカード 500円分贈呈
所有株式数　 500株以上1,000株未満　QUOカード2,000円分贈呈
所有株式数　1,000株以上　　　　　　 QUOカード4,000円分贈呈
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第７【提出会社の参考情報】
１【提出会社の親会社等の情報】
当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】
当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(１)有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度(第183期)(自　2023年６月１日　至　2024年５月31日)2024年８月28日中国財務局長に提出

(２)内部統制報告書及びその添付書類

2024年８月28日中国財務局長に提出

(３)半期報告書及び確認書

(第184期中)(自　2024年６月１日　至　2024年11月30日)2025年１月14日中国財務局長に提出

 

(４)臨時報告書

2024年８月28日中国財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)に基づく臨

時報告書であります。

(５)有価証券報告書の訂正報告書及び確認書

2024年10月15日中国財務局長に提出

事業年度(第183期)(自　2023年６月１日　至　2024年５月31日)の有価証券報告書に係る訂正報告書及び確認書

であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

   2025年８月22日

株式会社岡山製紙    

 

 取締役会 御中  

 

 ＰｗＣ　Ｊａｐａｎ有限責任監査法人 

 京都事務所  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 浦　上　卓　也

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 宮　脇　亮　一

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社岡山製紙の2024年６月１日から2025年５月31日までの第184期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表に

ついて監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

岡山製紙の2025年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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販売促進控除の額に関する未払費用の検討

【注記事項】（重要な会計上の見積り)　（2）収益の変動対価

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

会社は、販売促進のために取引から一定の期間後に確

定する販売促進控除の額に係る未確定部分について、変

動対価に関する定めに従って、支払いが見込まれる販売

促進控除の見積額を売上高から控除している。

この見積額は、確定した販売数量に対する販売促進控

除の額といった重要な仮定を含んでおり、販売促進控除

の額は商習慣に基づいた期間に確定した実績を基礎とし

て、その他の既知の要素に基づいて見積もられる。

会社は、当事業年度末において、当該見積額の未払額

を貸借対照表の未払費用に369,284千円計上している。

重要な仮定は見積りの不確実性を伴うため、当監査法

人は販売促進控除の額に関する未払費用の検討を監査上

の主要な検討事項に該当するものと判断した。

 

当監査法人は、販売促進控除の額に関する未払費用の

検討にあたり、主として以下の監査手続を実施した。

 

・販売促進控除の額に関連する見積りに使用された重

要な仮定である、当事業年度に確定した販売数量に対す

る販売促進控除の額の設定を含む、内部統制の整備・運

用状況の有効性を評価した。

・当事業年度に確定した販売数量データとの整合性を

検証した。

・当事業年度に確定した販売促進控除の額について、

関連証憑との突合を実施した。

・前事業年度末に見積もられた販売促進控除の額と、

当事業年度に確定した販売促進控除の額の比較検証を実

施した。

・当事業年度末に見積もられた販売促進控除の額につ

いて、会社が定めた見積方法との整合の評価及び直近に

確定した販売促進控除の額との比較検証を実施した。
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その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外の情報である。経営者

の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロ

セスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
 
財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を監査

上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されている場

合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合理的に

見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
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＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社岡山製紙の2025年５

月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、株式会社岡山製紙が2025年５月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部

統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告

に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を

入手したと判断している。
 

内部統制報告書に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査等委員会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。
 

内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び

適用される。

・　　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内

部統制報告書の表示を検討する。

・　　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するために、

内部統制の監査を計画し実施する。監査人は、内部統制報告書の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任があ

る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識別した

内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項について報

告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
 

＜報酬関連情報＞

　当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社の監査証明業務に基づく報酬及び非監査業

務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等(3)【監査の状況】に記載さ

れている。
 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 

　（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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